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第 1 章  序論 

1.1  本研究の背景と位置づけ  

本論文は、放射光施設の放射光発生装置である挿入光源の永久磁石が、強い

放射線により磁力を失う放射線減磁現象を研究したものである。 

放射光とは、光速に近い直進する高エネルギーの荷電粒子（電子や陽電子）

が、その進行方向を磁場によって曲げられた際に、軌道の接線方向に放射され

る電磁波のことである。放射光は、高輝度、高指向性、光の偏光特性を変えら

れるなどの優れた特徴を持っている。このため、放射光は科学の広範な領域、

材料・物質科学、地球・宇宙科学、環境科学、医学、生命科学等の研究で広く

利用され、産業の分野でも分析・加工などで役立っている。特に、原子・分子・

固体の分光学的研究、タンパク質の構造研究は放射光の利用により飛躍的に発

展した。現在、規模の違いはあるが世界各国で 30以上の放射光施設が稼動して

いる。また、新たな放射光施設の建設が各地で計画されており、放射光を利用

した研究、分析は今日、不可欠なものとなっている。 

  放射光発生装置は磁場により加速された電子を曲げることで放射光を発生さ

せる。電子蓄積リングなどの円形加速器の放射光発生装置には偏向磁石と挿入

光源がある。偏向磁石には電磁石が用いられることが多く、電子の軌道を円形

に曲げリングに周回させるために用いられるが、この時に発生する放射光が利

用される。挿入光源は円形加速器の直線部に挿入される磁石列を持つ装置で、

偏向磁石から発生する放射光に比べ、桁違いに明るく、指向性もはるかに高い

放射光を発生させることができる。挿入光源には、交互の磁場を発生させるた

め、永久磁石を多数並べた磁石列が上下に向かい合って設置されている。この

上下の磁石列の間に高エネルギー電子を入射すると、電子は交互の周期磁場を

受けて正弦波的な蛇行運動を起こし各周期から光を放出する（図 1.1-1）。例えば、

挿入光源の一つであるアンジュレータは（図 1.1-2）、電子軌道の各周期から放出

された放射光が干渉することで高い指向性を持ち単色性に優れた高輝度放射光

を発生させることができる。挿入光源には多数の永久磁石が使用されているが、

これらの磁石は同時期に製造されたものであってもそれぞれわずかに磁場の強

度、磁化方向に個体差がある。このため、単に磁石を列に並べただけでは周期

磁場は理想的な正弦波にならない。電子の蛇行運動が理想的正弦波からずれて

いると、放射光や電子軌道の特性が悪くなる。すなわち、(1) 蛇行運動の方向が
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変化することで放射光の干渉効果が損なわれることによる輝度の低下、(2) 放射

光の周期が定まらないことによる放射光スペクトルの単色性の劣化、(3) 電子ビ

ーム軌道の偏向、(4) 電子ビームの広がり、が起きる。したがって、周期磁場を

理想的な正弦波に近づけるために磁場計測を繰り返しながら永久磁石を並べ替

えていく「精密磁場調整」を行わなければならない。精密磁場調整は挿入光源

を建設する上で最も重要であり、膨大な磁石配列の組み合わせの中から最適な

配列を選ぶ非常に困難で時間のかかる作業の一つである。このように最適化を

行った磁石列であるが、永久磁石は強い放射線環境下でその磁場を失う「放射

線減磁」を起こしてしまう。 

  「放射線減磁」は一部の放射光施設ですでに問題となっている。アメリカの

放射光施設 APS (Advanced Photon Source) では、2001年からトップアップ運転

（電子を連続して蓄積リングに打ち込む運転方法）が開始された。しかし、こ

のときから一部のアンジュレータの放射光が劣化を起こし始めた。劣化を起こ

したアンジュレータは電子ビームが通過する空間が狭く、強い放射線が検出さ

れた場所のものであった。劣化を起こしたアンジュレータを蓄積リングから引

き出して調査した結果、アンジュレータの永久磁石列の周期磁場が一部分で減

少変化していることが確認された[1, 2]。このような、挿入光源永久磁石列の放

射線による減磁は、フランスの放射光施設 ESRF (European Synchrotron Radiation 

Facility)[3]、国内においては日本大学の自由電子レーザー[4]などでも確認されて

いる。 

  電子蓄積リングを利用した放射光源に代わる将来の放射光源として X 線自由

電子レーザーがある。X 線自由電子レーザーは今世紀を象徴する新しい放射光

源でありレーザーの波長が X線領域に到達する。この X線自由電子レーザーの

熾烈な開発競争が現在世界各地で行われている。わが国でも X 線自由電子レー

ザーは、国際競争の優位性を確保する推進基盤としての国家基幹技術に 2006年

に指定された。X 線自由電子レーザーは、非常に高輝度でコヒーレント（波面

のそろった）な X 線が得られるため、従来の放射光を用いた観察のように、試

料を結晶化することなしに、タンパク質 1 分子からでも立体構造を調べること

が可能である。このため、生命科学やナノテクノロジー技術など多方面に画期

的な効果を及ぼすものとして期待されている。X 線自由電子レーザーの放射光

は円形加速器と異なり、電子のマイクロバンチにより生じる。X 線自由電子レ

ーザーに設置される極めて長いアンジュレータの中を群衆化した電子（バンチ）
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が磁場で蛇行しながら進むと、その後部に位置する電子からの放射が前部の電

子を加速あるいは減速する。このことにより、発生波長に等しい間隔で電子密

度の濃淡（マイクロバンチ）がバンチ内に生じる。これらのマイクロバンチは

強い放射光を発生させるが、この放射光によりさらに濃淡度の高いマイクロバ

ンチがつくられる。この繰り返しにより、従来の放射光源よりも、強度の高い、

コヒーレントなレーザー光が発生するのである。しかし、X 線自由電子レーザ

ーにおいて「放射線減磁」はより深刻な問題となることが予想される。X 線自

由電子レーザーでは、限られた長さに周期数をできるだけ多くするため周期長

が非常に短いアンジュレータが使用されるが、これは磁石の厚さが薄いことを

意味する。このため、有効な磁場強度を得るには上下磁石列間のギャップ（隙

間）を小さくする必要がある。ところがこれは、電子ビームの通過する空間が

狭くなるということであり、電子ビームの一部がアンジュレータ磁石に衝突す

る危険性が増加することを意味する。2005年、日本の X線自由電子レーザー計

画について国際レビューが行われた。このとき、アンジュレータ永久磁石列の

放射線減磁について、特に、次のことが指摘された。「電子ビームのハロー部の

電子が直接永久磁石に衝突し減磁させてしまう可能性がある。（中略）すでに韓

国放射光施設との共同研究で実施されている永久磁石の耐放射線減磁の研究注 1

をさらに推進する必要がある。X 線自由電子レーザーの厳しい要求に応えるた

め、高いエネルギーの電子ビームで照射する実験注 2が不可欠である。」 

  放射線が引き起こす磁場変化は、精密な磁場調整を行った挿入光源の磁石列

の一部分でわずかに生じても、先に述べた放射光の性能劣化、ビーム軌道への

影響、更にレーザー発振の劣化などの深刻な問題を引き起こす。このため放射

線減磁の問題は、あらゆる放射光施設の性能向上を阻む技術的な壁となってお

り、早急に何としても、解決の糸口を見つけ、突破口を開かねばならない問題

である。 

  しかし、放射線減磁の研究は未だ十分ではない。放射線減磁のメカニズムを

十分に説明するモデルはまだ構築されておらず、放射光施設のアンジュレータ

用永久磁石で問題となる GeVクラスの高エネルギー電子線を用いた研究もほと

んど行われていない。このため放射線減磁の防御方法を検討するための基本的

なデータも存在せず、定量的な議論も行われておらず、どのように防御するか

                                            
注 1 本論文第 4章以降に示す韓国 PAL で行った実験のことを意味する。 
注 2レビューの提言に対して、本論文第 6.4節で示す実験が実施された。 
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という考え方も定かではない。そこで、本研究の目的は、 

(1) これまで研究が行われていなかったが、放射光施設や X線自由電子レーザー

のアンジュレータで極めて問題となる GeV クラスの高エネルギー電子線を

用い、系統的な実験を行うことで、今まで不明であった高エネルギー電子線

照射下で起きる放射線減磁のふるまいを明らかにすること、 

(2) これまでに提案された放射線減磁モデルの問題点を解決するため、これに代

わる新たな放射線減磁モデルを構築し、高エネルギー電子線照射下で、放射

線減磁に影響を与える各因子についての実験結果が、新たなモデルでうまく

記述できることを示すこと、 

(3) これまで行われていなかった十分に制御された条件下での照射実験と、モン

テカルロ粒子輸送計算コード FLUKA[5, 6]での放射線挙動シミュレーション

を組み合わせ比較することで、放射線減磁に影響を与える放射線を解明し、

放射線と放射線減磁の関係性を明らかにすること、 

以上のことを用い、放射線減磁の有効な防御方法の見通しをつけ、実機設計へ

の反映を目指すことと位置づける。 
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1.2  論文の構成  

本論文は、7章から構成される。 

第 1 章は序論であり、本研究の背景、目的および論文の構成について述べ、

放射光挿入光源における放射線減磁研究の意義を明確にした。 

第 2 章ではこれまでの放射線減磁研究の問題点と課題、放射線減磁を理解す

る上で助けとなる放射線、永久磁石の性質について概説した。 

第 3 章ではこれまでの放射線減磁モデルの問題点を検討し、新しい放射線減

磁モデルである「広域エネルギー吸収放射線減磁機構」と「微小領域エネルギ

ー放出機構」が複合して起こる機構を提案した。 

第 4章では実験方法を示した。 

第 5 章では広域エネルギー吸収放射線減磁機構に関する実験について議論し

た。 

(1) 高温下での熱ゆらぎによる磁石スピンの乱れが原因で起こる経時変化を

低減させる安定化処理が、放射線減磁にも有効であることを示し、放射線によ

る磁石スピンの乱れが原因で起こる減磁が熱ゆらぎによる磁石スピンの乱れと

類似の現象として考察できることを議論した。 

(2) 磁石内の反磁場を表すパーミアンス係数の異なる磁石における放射線減

磁の起こり方の違いから、放射線による磁石スピンの乱れを熱によるスピンの

乱れとして温度を推定し議論した。 

(3) 熱減磁開始温度（保磁力）の異なる Nd2Fe14B 磁石における放射線減磁の

起こり方を比較し、放射線による磁石スピンの乱れを熱によるスピンの乱れと

して温度を推定し議論した。 

第 6 章では微小領域エネルギー放出放射線減磁機構に関する実験について議

論した。 

(1) 熱減磁開始温度が高く広域エネルギー吸収放射線減磁機構が起こりにく

い耐熱磁石 SmCo5 磁石、Sm2Co17 磁石に放射線減磁が起こることより、微小領

域エネルギー放出放射線減磁機構について議論した。 

(2) 低温下での照射を行い、熱ゆらぎによる磁石スピンの乱れを低減した場合

にも放射線減磁が起こることより、微小領域エネルギー放出放射線減磁機構に

ついて議論した。 

(3) 照射電子線エネルギーおよびターゲット依存性実験とモンテカルロ粒子

輸送計算コード FLUKA[5, 6]を組み合わせ、放射線減磁と放射線の挙動を比較し、
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微小領域エネルギー放出放射線減磁機構および放射線減磁に影響のある放射線

について議論した。 

  最後に第 7章では、本研究を総括し、今後の研究課題について示した。 

 
  



 

  9 

第２章   放射線、永久磁石について  

2.1  放射線減磁研究と問題点  

  放射線減磁を起こすことが知られている放射線の一覧を表 2.1-1に示す。これ

まで行われてきた放射線減磁研究の中で、特に挿入光源用永久磁石の放射線減

磁に関係した問題・課題点を次に示す。これまで、γ線[7-12]、プロトン[13-20]、

中性子[9, 21-24]などを用いた放射線減磁の研究が行われてきた（補足説明に一

覧表を示す）。しかし、残念なことに今までの研究は、ほとんどが現象論的な結

論で終わっており、現在にいたるまで、放射線減磁が起きる仕組み、防御方法、

寿命評価などについて、なんら決定的なものが提案されてこなかった。また、

それぞれの実験結果をそのまま単純に比較することが困難であり、実際の挿入

光源設計に適用することがほとんど不可能であった。それぞれの実験結果を比

較することが難しいことの理由の一つは、放射線減磁に影響を与える因子がき

ちんと整理検討されていないためである。これまでに行われてきた実験を分析

すると以下の因子が大きな影響を及ぼしている。 

 

(1)  放射線の種類[9] 

(2)  照射温度[13, 15, 22, 24] 

(3)  磁石材質[3, 7, 10, 17, 20, 24-26] 

(4)  磁石製造メーカ[20, 23, 25] 

(5)  磁石形状[15, 23] 

(6)  保磁力[3, 17, 21, 23, 27] 

 

  これまでの大部分の研究は系統的に行われておらず、これら因子が統一され

ず不完全でばらばらであった。このため、多くの実験がなされてきたにもかか

わらず、異なる研究結果を相互に比較し何らかの結論を導き出すことが困難で

あった。さらに挿入光源研究者にとっては別の困難な問題があった。放射光施

設や X 線自由電子レーザーで使用されるアンジュレータ用永久磁石で問題とな

る放射線は、GeV クラスの高エネルギー電子線である。しかし、これまでの研

究では電子線照射に関する研究自体が少なく、しかも、電子エネルギーが MeV

クラスで低く実態に合っていなかった。例えば、Colompら[3] の実験は 180 MeV、

Lunaら[25]は 85 MeV、Okuda、Ikedaら[7, 10]は 17 MeVにすぎず、電子線照射
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下での放射線減磁に影響を与える因子についてもほとんど調べられていなかっ

た。このため、GeV クラスの高エネルギー電子線照射における放射線減磁の挙

動は、これまで推測の範囲を出ず定量的な議論も行われていなかった。また、

放射線減磁のメカニズムについても、放射線減磁現象を十分説明できるモデル

が提案されていなかった。また、放射線粒子の種類は放射線減磁に影響を及ぼ

す因子の一つであると考えられるが、放射線減磁がどの放射線の影響を強く受

けるのかについては、60Coからのγ線の影響が小さい[7-12]ということ以外は未

だ確実ではない。特に、アンジュレータ用永久磁石で問題となる高エネルギー

電子線の場合は、高エネルギー電子が物質と相互作用し電磁カスケードシャワ

ーが起こり、電子、陽電子、光子、中性子などの種々の二次粒子が発生する複

雑な放射線挙動が起こり磁石に影響を与えると考えられるが、各放射線粒子挙

動と放射線減磁の関係は不明である。以上に示したように、放射線減磁に関す

る研究には、未だに多くの問題・課題が残っている。
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放射線  エネルギー  放射線減磁  
γ（60Co）  1.17 MeV なし  
放射光  40-50 keV なし  
熱中性子  0.025 eV 大量照射時に発生  
中性子（原子炉）  - 発生  
中性子（単色）  1-14 MeV 発生  
プロトン  14-500 MeV 発生  
電子  17 MeV-8 GeV 発生  

表 2.1-1  放射線減磁を起こす放射線。 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2.2  放射線  
放射光施設の加速器や X 線自由電子レーザーで使用される高エネルギーの電

子は物質に入射すると、物質の電子や原子核のクーロン場から加速度を受け、

制動放射を起こして光子を放出する。放出された光子は物質の原子核の電磁界

と相互作用を起こし、電子-陽電子対を生成する。そして制動放射と電子対生成

が交互に繰り返されて粒子が増えていく電磁カスケードシャワーが発生し（図

2.2-1）、光核反応が起こる。制動放射エネルギーが 10~30 MeVの領域では、高

励起状態の原子核から核子が放出される巨大共鳴吸収、さらに高いところでは、

光子が原子核内の陽子と中性子の対と反応する擬似重陽子崩壊、パイオン生成

などの光核反応が起こり光中性子が発生する（図 2.2-2）。光核反応により発生す

る中性子、陽子等の二次粒子の種類、量、エネルギーは、入射する電子のエネ

ルギーおよび物質に影響される。 

  電子、陽電子などの荷電粒子が物質内を通過するときには、物質中の電子と

荷電粒子がクーロン力によって相互作用する。荷電粒子が電子と 1 回の相互作

用で失うエネルギーはごくわずかであるため、全てのエネルギーを失い止まる

までに長い距離を移動し、相互作用を多数回繰り返す。このため荷電粒子によ

るエネルギー付与は広い範囲で起こる。 

一方、光子や中性子などの非荷電粒子は電荷がないためクーロン力を介した

物質の直接電離がなく、相互作用の結果発生する二次荷電粒子が電離・励起作

用の主な原因となる。光子は原子核の電磁界と相互作用して電子-陽電子対を生

成する。中性子は、そのエネルギーにより物質と異なる相互作用を起こす（図

2.2-3）。高エネルギー中性子は、物質の原子核との弾性・非弾性的相互作用によ

り原子核のはじき出し[28]、粒子を放出する蒸発反応など[29]を起こし、大きな

エネルギーを微小領域に放出する。高エネルギー中性子がはじき出した原子も

そのエネルギーが大きいときは熱スパイク[30, 31]的な反応を起こす。例えば数

keV からの、はじき出し原子が起こすカスケード損傷と欠陥の関係を調べるシ

ミュレーションでは、熱スパイクの効果を取り入れた計算が行われている[32, 

33]。熱スパイクとは、はじき出されイオン化した原子が物質の中で減速すると

き、瞬間的に短い距離で大きなエネルギーを失い微小領域に高温が発生するこ

とをいう。はじき出し原子が衝突を起こした中心部の格子系がもつ運動エネル

ギーは温度に換算すると数万度以上になり、104 K/nm 程度の温度勾配で冷却が

起きる。このとき熱的な影響を受ける領域の大きさは 1 nm～10 nm径程度とな
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ると考えられている[34, 35]。重イオンを照射して起こる熱スパイクの実験とし

ては、例えば Stuchberyらは、~7.5 MeVの 191Ir、193Ir、198Ptを Feに照射し熱ス

パイクの寿命測定を行っている[36]。 
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図 2.2-1  電磁カスケードシャワー模式図。  
高エネルギー電子線が物質に入射すると制動放射と電子対生成を

交互に起こし粒子が増えていく電磁カスケードシャワーが発生す

る。 
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図 2.2-2  光核反応と光中性子の発生。  
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図 2.2-3  中性子と物質の相互作用。  
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2.3  永久磁石概説  
2.3.1  希土類磁石と減磁  
アンジュレータで使用される永久磁石は、限られた空間の中で強い交互の磁

場をできるだけ多数回繰り返す必要がある。このため小さな体積で大きな磁場

を安定して発生させる能力が永久磁石に要求される。このような要求には希土

類磁石が適しており、特に Nd2Fe14B（ネオジウム−鉄−ボロン）焼結磁石は他の

磁石に比べ、小さな体積で大きな磁場を発生することが可能であり、大量生産

に適した粉末冶金的手法で製造することができる。今日、Nd2Fe14B 磁石はハー

ドディスク、ビデオ、携帯電話、エアコンや自動車用モーターなど多くの民生

機器に大量に用いられ日々性能向上のための開発研究が続けられている。アン

ジュレータの永久磁石としても、この Nd2Fe14B磁石が多くの放射光施設で採用

されており、アンジュレータの性能はこの永久磁石の能力に大きく依存してい

る。 

  ところで、永久磁石の磁力は永久不変のものではなく、環境などの原因によ

り変化することが知られている。磁石が磁力を減少させたり、失ったりするこ

とを「減磁」といい、磁力の回復する「可逆減磁」と磁力が回復しない「不可

逆減磁」に分けられる。可逆減磁は、Nd2Fe14B 磁石の温度特性であり、ある温

度範囲において１度の温度上昇で約 0.1 %磁場が減少する。不可逆減磁を起こす

原因のうち高温、外部磁場、経時変化などによるものは、減磁した磁石に外部

から強い磁場をかけ着磁すると再び磁石の磁場がもとに戻る。しかし、腐食、

組織・組成変化などによる不可逆減磁は、もう一度着磁しても磁石の磁場が元

に戻らない。本論文で議論する Nd2Fe14B磁石の放射線減磁は、減磁した磁石に

着磁すると再び磁石の磁場がもとに戻るタイプの減磁である。 
 

2.3.2  磁区と磁壁  
  磁石などの強磁性体内部では、磁気モーメントを担う電子スピンどうしが平

行になろうとする力（交換相互作用）が働いている。しかし実際には、強磁性

体の塊全体で、すべてのスピンが完全にそろっているわけではない。磁性体は

自発磁化して空間中にただ存在するだけでも静磁エネルギーを必要としており、

この静磁エネルギーを小さく抑えるためには磁性体自身が N-S 極の集団に分割

され、磁石が外部に発生する磁場を小さくすることが必要である。スピンがそ

ろっている小さな領域のことを「磁区」という。図 2.3-1に磁区の模式図を示す。
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磁区構造は「交換相互作用エネルギー」、「結晶磁気異方性エネルギー」、「静磁

エネルギー」の三つのエネルギーで決まる。隣り合う磁区ではスピンの角度が

それぞれ異なるが、磁区と磁区の境界ではスピンの向きが突然反転すると、交

換相互作用のエネルギーが著しく高まるので、磁化が徐々に回転する構造がで

きる。ある厚さの中でスピンが徐々に向きを変えるこの境界領域を「磁壁」と

呼ぶ。図 2.3-2に磁壁の模式図を示す。結晶には磁化の向き易い方向と向きにく

い方向の「結晶磁気異方性」があるが、磁壁内ではスピンは、磁化の向きやす

い結晶方位「磁化容易方向」からはずれた向きをとるため結晶磁気異方性エネ

ルギーが生じている。交換相互作用エネルギーと結晶磁気異方性エネルギーの

二つのエネルギーの和が磁壁エネルギーとなり、磁壁構造はこのエネルギーを

最小にするように定まる。磁化方向が互いに逆向きの複数の磁区に分割される

と、隣り合う逆極が打ち消し合う傾向になるため静磁エネルギーが減少するが、

この分割が限りなく進むわけではない。分割に伴う磁壁の導入によって、磁壁

エネルギーが増加するためである。静磁エネルギーと磁壁エネルギーの和が最

少となるところで分割が決まり、安定な磁区構造が出現する。 

 

2.3.3  B-H曲線と着磁過程  
  磁性体に外部磁場を加えていくと磁束密度が増加する。磁束密度 B を磁場の

大きさ Hに対してプロットすれば、図 2.3-3に示すような B-H曲線が得られる。

図 2.3-4に模式図を示すように外部磁場がゼロのときに磁気が現れない「消磁状

態」の磁石に、外部磁場 H をかけ増加させていくと、磁石内の各磁区は、それ

ぞれ異なったエネルギー状態に変化する。つまり、加えられた磁場と反対方向

を向いていた磁区のスピンは反発力を受け、磁場方向を向いた磁区よりも静磁

エネルギーが高くなり不安定になる。この増加分のエネルギーがなるべく小さ

くなるよう、反対方向の磁区の面積が小さくなるように磁壁が移動する。さら

に磁場を強くしていくと、磁壁移動に加えて磁区内のモーメントが外部磁場の

方向に一斉に反転する。しかし、磁気モーメントが反転した状態でも、それら

はすぐに外部磁場の方向を向くのではない。磁気モーメントはまず、磁化容易

方向を向く。さらに磁場が増えると、モーメントは外部磁場と同じ方向に向き、

完全に一つのそろった状態となり飽和する。このときの磁束密度 Bsを「飽和磁

束密度」という。図の曲線①で示すこの過程を「着磁」といい、この曲線を「初

磁化曲線」という。着磁過程は、磁気モーメントの向きが自発的にそろい、磁
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場をかけなくとも磁化が維持される「自発磁化」が増していく過程である。永

久磁石材料は磁気モーメントの内部拘束が強く、外部磁場で磁化が変化しにく

い材料である。それゆえ、一旦強い磁場で着磁し、磁気モーメントを磁場方向

にそろえると、それより小さい逆方向の磁場をかけても容易には減磁しない性

質を持っている。 

 

2.3.4  ヒステリシス曲線と減磁曲線  
  着磁後、こんどは逆に外部磁場を減少させていくと、磁化は元の曲線をたど

って減少するのではなく、図 2.3-3の曲線②のように緩やかに減少する。外部磁

場がゼロのとき磁束密度はゼロに戻らない。Br で示されるこの点の磁束密度を

「残留磁束密度」という。これは、磁場方向に無理に向いていたモーメントが

それぞれの結晶の磁化容易方向に戻って平衡状態を保った状態である。さらに

逆方向の磁場をかけていくと、磁化方向に向いた全てのモーメントは反発力を

受けエネルギーが高くなり不安定となる。磁場が小さいうちは微小ではあるが

モーメントは各結晶の磁化容易方向から逆磁場の方向に、やや可逆的に若干回

転する。逆方向の磁場が増加すると、ますますエネルギーの高い不安定状態と

なり、ついにはどこかの場所でモーメントが反転した新たな磁区が発生し、そ

れが核となって周囲の部分に連鎖反応的に広がる。そして、磁束密度は減少し

ていきやがてゼロになる。このときの逆磁場の強さ HCを「保磁力」と呼ぶ。こ

のような逆転した磁区の核発生が一か所で起こるのか、まんべんなく発生する

のか、またどのような場所でおこるのかは、材料、その中に含まれる格子欠陥、

不純物、内部応力分布などによって様々である。さらに逆磁場を強くしていく

と逆転磁区の体積はますます大きくなり、遂には逆方向を向いた一つの磁区と

なり、グラフの第３象限の位置で再び飽和に磁化された状態となる。ここから

今の逆方向の磁場履歴をたどれば閉曲線が完成する。これを「ヒステリシス曲

線」という。第二象限のグラフは「減磁曲線」と呼ばれ、磁石の特性評価に利

用される。Nd2Fe14B 磁石の場合は逆磁場が０から増加していくとしばらくは Br

の減少は少ないが、やがて屈曲点を超え急激な減少が起きる。保磁力の大きさ

や減磁曲線の形状、屈曲点の位置は温度により変化する。Nd2Fe14B 磁石は、温

度が上昇すると屈曲点の位置が Brに近づいていく。逆磁場や磁石形状など他の

条件が同じとき、温度を上げていくと磁場が急激に減少し始める温度があるが、

この温度を「熱減磁開始温度」という。 
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2.3.5  保磁力  
保磁力は磁化をその飽和値の半分だけ逆転させるのに必要な外部磁場として

も定義できる。外部磁場を加えると外部磁場による静磁エネルギーを下げるた

め、外部磁場と反対方向の磁化の磁区が膨張し、同じ方向の磁化の磁区が縮小

して、反磁場による静磁エネルギーの増加とつり合うところで安定な平衡とな

る。つまり、磁壁の移動が起こる。磁壁の移動でもエネルギーの釣り合いが取

れないときは逆磁区の導入が起こる。逆磁区を導入するためには、強い結晶磁

気異方性に逆らって磁化を逆転させなければならない。しかし、結晶には何ら

かの欠陥が存在するため結晶磁気異方性の低い場所が存在し、このような場所

から磁化反転核が発生する。 

保磁力を向上させる方法として、Nd2Fe14B 焼結磁石では、焼結時に液相を介

入させる液相焼結によって緻密化を起こし、結晶表面をできるだけ滑らかにし

欠陥を少なくすることや、粒径を小さくして内部欠陥を少なくする核発生抑止

方法が取られる。また、Ndの一部を大きな結晶磁気異方性をもつ Dy、Tbの重

希土類原子で置換することにより系全体としての磁気異方性が増大させ、保磁

力が著しく向上させることができる。ただし、重希土類原子の磁気モーメント

は Feの磁気モーメントと逆向きに結合するので、このときの飽和磁化は減少す

る。 

 

2.3.6  反磁場  

  着磁した磁石を磁場の外へ取り出すと、磁石の両端に磁極が現れ外部空間に

磁束が流れるようになる。図 2.3-5に示すように、磁極から出る磁束は、磁石内

部にも通り、その方向は着磁した磁場の方向、即ち自発磁化 Jの向きとは逆方向

になる。これを「反磁場」Hd と呼ぶ。実用状態にある磁石には必ず反磁場が作

用しているので、着磁した後の磁石の状態は、図 2.3-3 に示す減磁曲線上の Br

点にあるのではなく、H が負の方向に移動した点にある。この点を「動作点」

と呼ぶ。「パーミアンス係数」は、磁石内の反磁場に関係する因子で、磁石内の

反磁場 Hdと減磁曲線上の磁束密度 Bdの比 Bd/μ0Hdで表される。パーミアンス

係数は、磁石の形状に影響され、使用する磁石材料にはよらない値で、パーミ

アンス係数が大きいほど減磁は起こりにくい。 
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2.3.7  Givordの磁化反転モデル（Global model）  
  磁石に逆磁場が与えられたときに起きる磁化反転は、結晶粒界や欠陥など磁

気異方性の小さな場所で、反磁化の磁区が核発生することで始まる。核発生に

より生じた磁壁は、結晶粒全体に広がり、結晶粒全体が磁化反転することで終

わる。磁化反転のモデルは、いくつか提唱されているが、本研究では、熱活性

化の効果を取り入れ、核発生と磁壁移動を分けて考える Givord らが提唱した

Global model[37]を適用する。Givordらの Global modelが説明する磁化反転過程

を以下に示す。 

 

(1) 核発生 

粒界や格子欠陥などの磁気異方性エネルギーが最も低いところで反転磁区

の磁壁が発生する。 

(2) 侵入 

    反転磁区の磁壁が粒界や格子欠陥から粒内（主相）へ侵入する。 

(3) 拡大 

    粒内で反転磁区の磁壁が広がる。 

(4) ピン止め 

反転磁区の磁壁拡大が粒内の格子欠陥でピン止めされる。また、ピン止め

された磁壁がはずれ再び拡大が起きる 

 

Givordらのモデルでは、磁化反転が起きる臨界場（保磁力場に相当） Hcは以下

のように導出される。磁化反転を起こすためのエネルギーバリアΔ0は、反転核

の磁壁エネルギーγ’wに比例して増加するので、 

 

€ 

Δ0 ∝γw
' s, (2.1) 

 

とする。ここで、Sは反転核の表面積を示す。 

磁壁エネルギーを次のように書き直す。 

 

€ 

γw
' s = αγwv

2/3, (2.2) 
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γw は粒内の磁壁エネルギー、vは反転核の体積、αは幾何的因子である。 

加えられた磁場（または保磁力場 Hc）の中で磁化反転を起こすためのエネルギ

ーバリアΔ0は、次式のようにも書くことができる。 

 

€ 

Δ0 ≈µ0vMs •Hc + µ0vNeffMs
2 + Δact . (2.3) 

 

ここでMs は自発磁化、Neffは定数である。右辺の第１項は、加えられた磁場と

の相互作用エネルギー、第２項は双極子相互作用エネルギー、第３項Δact は、

熱活性化エネルギーを表す。熱活性化エネルギーは、以下のように書くことが

できる。 

 

€ 

Δact = kTln(t / τ). (2.4) 

 

ここで、kはボルツマン定数、Tは温度、τはエネルギー障壁がないときの磁化
反転時間(たかだか 10-11s)である。よって(2.2)式と(2.3)式より、 

 

€ 

αγwv
2/3 = µ0vMs •Hc + µ0vNeffMs

2 + kTln(t / τ). (2.5) 
 

よって、保磁力は、 
 

€ 

Hc = α
γw

µ0MSva
1/3 −NeffMS −Sv ln(t / τ). (2.6) 

 

となる。Sv は時間につれて減少する磁化をもたらす「ゆらぎ磁場」に関係する

磁気余効変数を示す。Givodらのモデルは、ここで vと熱活性化体積 va が等し

いと仮定する。熱活性化体積 vaは、ゆらぎ磁場によって磁化反転する磁化の単

位体積を表す。熱活性化体積は多くの場合 10~20 nm径程度と言われている[38]。

Svは次式で表される。 

  

€ 

Sv =
kT

µ0MSva
  . (2.7)  
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2.3.8  保磁力の発生機構（核発生タイプとピン止めタイプ）  
  希土類磁石の保磁力を発生させる機構は、図 2.3-6に示す「核発生成長型」と

「磁壁ピン止め型」の二種類が考えられている。Nd2Fe14B、SmCo5は「核発生成

長型」磁石、Sm2Co17は「磁壁ピン止め型」磁石に分類される。「核発生成長型」

は、反転磁区の核（反転核）が発生し成長していくタイプである。磁石に十分

な大きさの逆磁場が加えられると、結晶粒界などの磁気異方性の低い場所で磁

化が反転し、反転磁区が発生する。そして、逆磁場による静磁エネルギーを下

げるため磁壁が移動し反転磁区が膨張する。このタイプの磁石は、結晶内に障

害となる欠陥が少なく磁壁移動が容易である場合、反転核発生に必要な磁場が

保磁力を表す。「磁壁ピン止め型」は、結晶粒内部の析出相が磁壁移動を妨げる

ことで保磁力が決定される[38, 39]。 

 

2.3.9  経時変化と安定化処理  
  着磁した永久磁石は、室温で放置しておくだけでその磁化が時間とともに

徐々に減少していく。この現象は「経時変化」または「磁気余効」と呼ばれ、

時間の対数に対して直線的に減磁することが知られている。その減磁の程度は

磁石の温度や動作点により異なる。スピンは kTで与えられるエネルギーで熱振

動（熱ゆらぎ）をしており、統計熱力学的には時間の経過に従って磁化が逆方

向に反転する確率が増加して行く。この効果は、仮想的な逆磁場が揺動しなが

ら次第に増加して行くことと同じと考えられている[37, 38]。磁化の経時変化

M(t)は、次の式で表される。Svは磁気余効変数、χirrは「不可逆磁化率」を示す。 
 

€ 

M t( ) = const.− χ irrSv ln t( ). (2.8) 

 

「可逆磁化率」χrevと「不可逆磁化率」χirrは磁石の安定性を議論する場合に用

いられ、磁場 Hに対する磁化 Iの変化量と以下の関係がある。 

 

€ 

4π ⋅ ΔI /ΔH = χ rev + χ irr . (2.9) 

 

  工学的な応用からは、想定される経時変化による変化量を予め減磁しておく

と、その量に相当する時間までは変化が起こらないことが知られている。高温

で使用される磁石に対しては、使用温度より少し高い温度で熱減磁させること
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で経時変化を起こりにくくさせる安定化処理が行われる。例えば、SPring-8にお

ける真空封止型挿入光源の磁石は、着磁後、磁石列に組み込み磁場調整を行う

前に、415 Kで 24時間保持する熱処理がなされている。これは、蓄積リングに

要求される超高真空( <10-8 Pa)を達成するため、真空槽と磁石に加熱脱ガスを目

的として真空ベークを行うが、このときに磁石が熱減磁を起こさないようにす

るためである。この安定化処理は「磁気枯らし」とも呼ばれている。これは、

一旦ある温度で熱減磁させた磁石は、室温に戻した後、再び加熱してもその温

度までは熱減磁を起こさないという磁石の性質を利用したものである。 
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第３章  放射線減磁モデル  
3.1  はじめに  

  本章では、これまでの放射線減磁モデルを検討し、問題点を明らかにした後、

新たなモデルを提案する。 

  一般的な放射線損傷は、放射線により欠陥が多数発生することにより起こり

不可逆的である。放射線減磁が、磁石の結晶構造の変化による永久的なものか

どうかについて、これまで、いくつかの研究が行われている。例えば、Okuda

らは、17 MeVの電子線を 2.6 MGy照射し、磁束を 9％失った NdFeB磁石が、再

着磁によりもとの値に戻ったと報告している[7]。同様に、Blackmore らは、500 

MeVプロトン照射[20]、Costらは、速中性子照射[22]、Itoらは、200 MeVプロ

トン照射[18]で減磁した磁石が、再着磁することでもとの値に戻ったとしている。

また、Itoらは、再着磁した磁石を再照射すると同じ放射線減磁を示したと述べ

ている[19]。また、Kähkönen[13], Talvitie[16]らは 20 MeVプロトン照射したNdFeB

磁石の陽電子寿命測定を行い、原子空孔の集合が検出されなかったとしている。 

  このように、放射線減磁した NdFeB磁石に再び着磁すると、照射前とほぼ等

しい磁束密度を回復する場合が多く観察されており、照射による構造変化の影

響は明確でない。このことより、放射線減磁は磁石の結晶組織に破壊が生じる

より前に磁化反転が起こり、磁束密度が消失するのだと言える。磁化反転の原

因は、熱と反磁場が一般的であることより、放射線減磁における磁化反転は、

これまで主として熱的な影響であると考えられてきた。 

 

3.2  これまで提唱されているモデル  
3.2.1 Kähkönenらの熱スパイクモデル  

  Kähkönen ら[14, 15]は、プロトン照射による Nd2Fe14B 磁石の減磁について次

のモデルを提案した。 

  「照射粒子のエネルギーの大部分が、照射粒子がはじき出した原子により格

子へ受け渡される。このエネルギーは球状に広がるが、この中の格子温度は、

磁石のキュリー温度以上に上昇する (熱スパイク)。この高温領域が十分大きい

とき、磁石の反磁場がスピンを逆転させ、反転磁区の核生成が起こる。そして、

この反転磁区は粒界または欠陥で成長が妨げられるまで広がる。」すなわち、熱

スパイクが発生させるキュリー温度を超す高熱で反転核が発生し、反転磁区が
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広がるとした。 

 

3.2.2 Makitaらの熱減磁モデル  

  Makitaら[27]は、キュリー温度が等く保磁力の異なるNd2Fe14B磁石を実験し、

放射線減磁に保磁力依存性があることから、Kähkönenらが提案した「キュリー

温度を超える高熱による反転磁区の核発生」に疑問を呈した。Nd2Fe14B の保磁

力発生機構は核発生成長型であるので反転核発生に必要な磁場そのものが保磁

力を表す。すなわち、Nd2Fe14B は結晶粒内部に磁壁移動の障壁となる析出相や

欠陥が存在しないので、反磁場により反転核が発生すれば磁壁の侵入・拡大が

連続して同時に起き、粒全体の磁化反転が起きてしまうと考えられている[39]。

このため Makita らは、「Kähkönen らのキュリー温度を超える高熱による磁化消

失が反転核発生の原因であるという説明だと、キュリー温度が等しい磁石では

磁化消失する温度が同じであるため、どの磁石でも等しく反転核が発生し磁化

反転、減磁が起こる。しかし、実験ではキュリー温度が等しい Nd2Fe14Bの放射

線減磁で、反転核発生の起こり方に関係する保磁力依存性が観察された。した

がって、磁化反転が起きた温度上昇領域は、磁化消失により必ず核が発生する

キュリー温度まで上昇しない。」と指摘した。そして、「照射領域において温度

上昇により結晶磁気異方性が低下するので、パーミアンス係数が小さく、かつ

領域が十分な大きさを持てば、反転磁区の核発生と磁化反転が起こる。すなわ

ち、温度上昇が磁石の熱減磁開始温度を超えたときに磁化反転が起きる。」とい

うモデルを提唱した。 

 

3.2.3 これまでのモデルの問題点  
Kähkönenらのモデルの問題は、Makitaらが指摘しているように、キュリー温

度が同じ磁石でも放射線減磁の保磁力依存性があることである。 

一方、Makita らのモデルの問題は、Makita ら自身が指摘しているように「放

射線による温度上昇が、熱減磁開始温度を超えなければ、吸収線量がどんなに

多くとも減磁は全く起こらないはずであるが、熱減磁開始温度が最も高い試料

においても減磁率は 0にならなかった。」という点である。本論文における実験

でも熱減磁温度の高い耐熱磁石において放射線減磁が観察されており、熱減磁

開始温度の差だけでは、放射線減磁の現象はうまく説明できない。図 3.2-1に二

つのモデルの比較を示す。 
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図 3.2-1  これまでの放射線減磁モデルの比較。  
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3.3  新しい放射線減磁モデル  
3.3.1 はじめに  

Kähkönenら[14, 15]の「熱スパイクで発生する高熱が磁化反転核を発生させる。」

とした熱スパイクモデルと Makita ら[27]の「温度上昇が磁石の熱減磁開始温度

を超えたときに磁化反転が起きる。」とした熱減磁モデルはいずれも放射線が発

生させる熱による磁化反転を仮定している。 

本論文に示す新しい放射線減磁モデルは、放射線減磁の原因を放射線粒子が

発生させる熱だけに限定せず、もっと広く放射線粒子と磁石原子間のエネルギ

ー移動で起きる磁気的変化による磁化反転と仮定する。 

高エネルギーの電子が物質に照射された場合のエネルギー移動には、電磁カ

スケードにより発生した電子、陽電子などの荷電粒子が物質との間で、長い距

離に渡って相互作用を起こしエネルギーが移動する場合と、高エネルギー中性

子が物質の原子と起こすはじき出し[28]や蒸発などのように原子サイズでエネ

ルギーの移動が起こる場合がある。そこで本モデルは放射線からのエネルギー

移動の違いにより、放射線減磁は「広域エネルギー吸収放射線減磁機構」と「微

小領域エネルギー放出放射線減磁機構」の二つの機構が混在して起こると仮定

した（図 3.3-1）。 

新しい放射線減磁モデルでは、Makita らの言うような照射による温度上昇す

なわち熱ゆらぎによる磁石スピンの乱れと、Kähkönenらの言うような微小領域

での熱スパイク的な高温発生による磁化反転核発生の両方が矛盾なく説明でき

る。また一般的な放射線挙動シミュレーションを用いて、放射線減磁挙動の説

明を取り扱うことができる。 

 

3.3.2 広域エネルギー吸収放射線減磁機構  

電子、陽電子などの荷電粒子が物質内を通過するときには、物質中の電子と

荷電粒子がクーロン力によって相互作用する。荷電粒子が電子と 1 回の相互作

用で失うエネルギーはごくわずかであるため、全てのエネルギーを失い止まる

までに長い距離を移動し、相互作用を多数回繰り返す。このため荷電粒子は広

い範囲でエネルギーを付与する。放射線から物質にエネルギーが付与される過

程は、放射線による物質の電離・励起（物質の電子系へのエネルギーの移行）

にほかならない[40]。磁石原子が電離・励起されると磁石スピンが乱れるが、こ

の磁石スピンの乱れは広い範囲で起こるため、結晶粒全体の磁化や保磁力が低
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下する。保磁力が低下すると、磁気異方性の小さな粒界や欠陥で磁化反転核が

発生し、反転領域が広がり減磁が起こる。この磁石スピンの乱れによる一連の

減磁現象は、熱エネルギーでスピンが乱れ減磁が起こる熱減磁に類似している。

図 3.3-2に広域エネルギー吸収放射線減磁機構の模式図を示す。 

 

3.3.3 微小領域エネルギー放出放射線減磁機構  

光子や中性子などの非荷電粒子は電荷がないためクーロン力を介した物質の

直接電離がなく、相互作用の結果発生する二次荷電粒子が電離・励起作用の主

な原因となる。光子は原子核の電磁界と相互作用して電子-陽電子対を生成する。

高エネルギー中性子は、物質の原子核との弾性・非弾性的相互作用により原子

核のはじき出し[28]、粒子を放出する蒸発反応を起こし、大きなエネルギーを極

微小領域に放出する場合がある（図 3.3-3）。高エネルギー中性子と弾性相互作用

し、エネルギーを得て格子位置からはじき出された原子は熱スパイク[30]を起こ

す場合がある[31]。はじき出されイオン化した原子が物質の中で減速するとき、

短い距離で大きなエネルギーを失い微小領域に高温が発生する。はじき出し原

子が衝突を起こした中心部の格子系がもつ運動エネルギーは温度に換算すると

数万度以上になることもあり、104 K/nm 程度の温度勾配で冷却が起きる。この

とき熱的な影響を受ける領域の大きさは 1 nm～10 nm径程度となる[34, 35]が、

これは式(2.7) で示した熱活性化体積すなわち反転核の体積とほぼ同じ大きさ

である。 

極微小領域での瞬間的なエネルギー放出が熱スパイク的な高温の発生や核変

化を起こし、エネルギーが放出された微小領域を中心とした磁気的変化により

磁化反転が起こり、この領域が十分大きければ磁化反転核が生成される。図 3.3-4

に、エネルギー放出点を中心とした磁化反転領域の模式図を示す[41]。 

 

(1) エネルギー放出点 

核変化、熱スパイクに類似した現象で発生した高熱などで結晶構造・組織

が変質した領域。 

(2) 磁化反転領域 

結晶組織は破壊されていないが、エネルギー放出点の磁気的変化が起こす

スピンの乱れやキュリー温度以上の温度上昇などのため磁化が反転した領

域。磁化反転領域が十分な大きさがある場合、反転核が発生する。 
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(3) 保磁力低下領域 

温度上昇や大きな歪みの発生により磁気異方性が低下し、保磁力場が低下

した領域。この領域の反磁場が保磁力場より大きいとき、反転磁区の磁壁

が粒内へ侵入・拡大を起こす。 

(4) 影響を受けていない（保磁力が変化していない）領域 

温度変化が小さく、保磁力の低下がほとんどない領域。特に、粒内は粒界に

比べ磁気異方性が大きいため保磁力が大きい。 

 

広域エネルギー吸収放射線減磁機構と異なり、磁化反転核は保磁力の小さな

粒界だけでなく、保磁力の大きな粒内でも同様に発生する。しかし、磁化反転

核周囲の保磁力が十分大きな場合は、反転磁壁が広がらず磁化反転が進まない

場合があり、放射線減磁が起こりにくい（図 3.3-5）。 

  微小領域エネルギー放出放射線減磁機構で示す放射線減磁では微小領域で大

きなエネルギーが発生することで反転核が生じるため、広域エネルギー吸収放

射線減磁機構で反転核が発生せず放射線減磁が起こらない条件でも、放射線減

磁が起こると考えられる。 

 

3.3.4 二つの機構により起こる放射線減磁  

広域エネルギー吸収放射線減磁機構と微小領域エネルギー放出放射線減磁機

構により起こる放射線減磁過程の比較を図 3.3-6に示す。これら二つの機構は高

エネルギー電子線照射下では同時に起こるが、放射線を受ける磁石の性質によ

り強く影響を受ける機構が異なる（図 3.3-7）。保磁力が大きな磁石や熱減磁開始

温度が高い磁石は、そうでない磁石に比べ磁化反転が生じるスピンの乱れを起

こすために大きなエネルギーが必要になるため、広域エネルギー吸収放射線減

磁機構の影響が小さくなる。このため相対的に、磁石原子そのものが変化する

微小領域エネルギー放出放射線減磁機構の影響が大きくなる。一方、保磁力が

小さな磁石や熱減磁開始温度が低い磁石では、磁化反転を起こすのに必要なス

ピンの乱れを起こすためのエネルギーが小さく、両方の機構の影響を同時に受

ける。 

広域エネルギー吸収放射線減磁機構と微小領域エネルギー放出放射線減磁機

構は、それぞれが全くの独立した機構ではなく、お互いに影響を及ぼし合う。

微小領域エネルギー放出機構で示した微小領域で発生した高温は、やがて、時
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間とともに広範囲の温度上昇につながり、広域エネルギー吸収放射線減磁機構

に影響を与える。広域エネルギー吸収放射線減磁機構で示した広範囲の保磁力

低下は、微小領域エネルギー放出機構で示す反転核周囲の保磁力の低下に影響

を与える。 

 
3.3.5 放射線減磁における Global model の適用  

  新しい放射線減磁モデルでは、磁化反転核の発生原因を、放射線照射により

起こる  (1) 比較的広い範囲の「熱ゆらぎによる磁石スピンの乱れ」に類似した

放射線によるスピンの乱れ（広域エネルギー吸収放射線減磁機構）、および  (2) 

微小領域で瞬間的に発生するエネルギーが起こす磁化反転核の発生（微小領域

エネルギー放出放射線減磁機構）の二つと仮定する。また、磁化反転の起こり

方を (1) 磁化反転核発生および (2) 反転磁区磁壁の粒内への侵入・拡大の二段

階に分けて説明する。 

  最初に、磁化反転核の発生原因についてであるが、広域エネルギー吸収放射

線減磁機構では、放射線による比較的広い範囲のスピンの乱れにより結晶粒全

体で保磁力が低下し、粒界や欠陥などのもともと磁気異方性の低い場所から反

転核が発生する。一方、微小領域エネルギー放出放射線減磁機構の微小領域で

のエネルギー放出による磁化反転核は、磁気異方性あるいは保磁力の低い粒界

に限らず、磁気異方性（保磁力）の高い粒内でも同様に発生する。ただし、粒

界と粒内の体積比を考慮すると、磁化反転核の発生は、ほとんどが粒内で生じ

ており磁化反転の影響は粒内で生じた反転核によるものを反映していると考え

てよい。 

  次に磁化反転の起こり方についてであるが、放射線減磁挙動は核発生の起こ

りにくさのみで決まるのではなく、核発生後の磁壁の侵入・移動の起こりにく

さに大きな影響を受けている。広域エネルギー吸収放射線減磁機構の放射線に

よるスピンの乱れは粒全体で起こるため、反転磁区磁壁の粒内への侵入・拡大

に関係する磁気異方性（保磁力）は粒全体で低下し、反転核周囲の磁気異方性

も広い範囲で低下するため、磁壁移動の起こりやすい状況になっている。これ

に対して、微小領域エネルギー放出放射線減磁機構の微小領域でのエネルギー

放出による磁化反転核は、主として粒内の微小領域で生じるため反転核周囲の

磁気異方性（保磁力）は大きなまま保たれている。このため、反転核が発生し

ても必ずしも発生した全ての反転核で磁壁の侵入・拡大が起こるとは限らない。
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これは例えば、磁石の結晶粒界や表面には多数の磁化反転核が存在するが、す

べての反転核で磁壁の侵入・拡大が起きていないのと同じである。Park ら[42]

は、狭い領域に強い磁場を発生させることのできる磁化させた針を Nd2Fe14Bの

薄膜上で動かすことで、粒界からの磁壁移動観察を行ったが、磁化反転領域が

発生しても磁場（針）を動かさない場合は、磁壁が拡大せず静止したままであ

ることを観察している。このように、保磁力の大きな粒内で発生した反転磁区

磁壁の周囲への侵入・拡大が起こるためには、温度上昇や応力により核のまわ

りの保磁力が低下することが必要である。このため放射線減磁は、保磁力の温

度依存性に大きな影響を受けると考えられ、式(2.6)で示される保磁力は温度の

関数となる。 

  粒界で核が発生したときの保磁力 HC,Gを式(3.1)に示す。γW,Gは粒界から粒内

への磁壁移動エネルギーである。 

€ 

HC,G (T) = α
γw,G (T)

µ0MS(T)va (T)1/3 −NeffMS(T) −Sv (T) ln(t / τ) . (3.1) 

 

一方、粒内で核が発生したときの保磁力 HC,Mを次に示す。γW,Mは粒内での磁壁

移動エネルギーである。 

 

€ 

HC,M (T) = α
γw,M (T)

µ0MS(T)va (T)1/3 −NeffMS(T) −Sv (T) ln(t / τ) . (3.2) 

 

粒内の保磁力は粒界の保磁力よりも極めて大きいので 

 

€ 

HC,G T( ) <HC,M T( ). (3.3) 

 

磁石全体の放射線減磁保磁力 HCは、粒界での核発生確率を PG、粒内での核発生

確率を PMとすると 

 

€ 

HC = PGHC ,G + PM HC ,M . (3.4) 
 

放射線は、結晶粒が問題となるような狭い範囲では、均一に照射されるとして

よいので PG、PMは、それぞれの体積に比例する。 
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2.3.2 節で述べたように、磁壁エネルギーは交換相互作用エネルギーと結晶磁

気異方性エネルギーの和で表されるが、大きな応力や局所的な弾性変形も結晶

磁気異方性エネルギーを低下させる[43]。微小領域でのエネルギー放出による高

温の発生は、極めて大きな応力と歪みが発生する。よって、磁気歪み[44] に関

係する磁気弾性異方性エネルギーを取り入れると、磁壁エネルギーは、以下の

式のように表現される。 

 

  

€ 

γw (T) = A(T) ∇Mi
MS

 

 
 

 

 
 

2

+
i=1

3

∑ K0(T) + K1(T)sin2ϑ + K2(T)sin4ϑ +{ }− 3
2
λSσsin2ϕ  .

 (3.5) 

 
A は 交換スティフネス定数、Ki は 磁気異方性定数、θ は磁化容易軸と磁化
方向との角度、λs は 飽和磁気歪定数、

€ 

ϕは磁化方向と応力σの角度を表す。 
  放射線によるこのような磁化反転核の発生原因と磁化反転の起こり方の違い

により、それぞれ異なる放射線減磁の挙動が起こると考えられる。 
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図 3.3-1  新しい放射線減磁モデル。  
二つの機構が複合して起こる。 
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図 3.3-2  広域エネルギー吸収放射線減磁機構。  
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図 3.3-3  微小領域エネルギー放出放射線減磁機構（極微
小領域におけるエネルギーの放出）。  
高エネルギー中性子は磁石の原子と弾性的、非弾性的相互作

用を起こし、極微小領域に高エネルギーを放出する。 
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図 3.3-4  微小領域エネルギー放出放射線減磁機構（放出点）。 
高温、核変化によりエネルギー放出点の周囲で磁気的変化が起こ

り、磁化反転核が発生する。 
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図 3.3-5  微小領域エネルギー放出放射線減磁機構（反転磁壁の拡
大）。  
磁石の性質により磁化反転磁壁が広がらない場合がある。 
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図 3.3-6  放射線減磁過程。  
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図 3.3-7  磁石の性質により強く影響を受ける機構が異
なる。  
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第 4章  実験方法  
4.1. はじめに  

  本研究では、実験装置において、放射線減磁現象を詳細に捉えることを可能

とする、いくつかの特徴的な工夫を行った。これまでの研究における計測手段

は、多くはコイルを用いた磁石全体の平均的磁場変化を計測する方法か、ホー

ル素子等を用いた磁石の特定の場所の磁場変化を計測する方法がとられていた。 

本研究においては、ホール素子で磁場分布を 2 次元にスキャンすることができ

る装置を開発し、放射線減磁過程をより明確に捉えられることを可能とした[45]。 

  放射線損傷実験においては、照射した放射線の量として単位体積当たりの吸

収エネルギーGray (J/kg) や Rad (1 Gy=100 rad) が良く用いられる。しかし、本

研究は加速器の極めて微小な電子ビームが引き起こす放射線減磁現象を対象と

しているため、電子の照射領域がサンプルに対して非常に小さく、吸収エネル

ギーが磁石の場所により大きく変化すると考えられるため、単位体積当たりの

表現が困難である。また、Gray を用いることができるように磁石サンプルを小

さくし、照射領域を大きくとった場合には、減磁が磁石形状に大きな影響を受

けるため、実機挿入光源における放射線減磁を直接的に反映しないため、実機

への反映を目指した本研究の趣旨からはずれる。それゆえ、本研究では、議論

を簡単にするため、カレントモニタにより計測した出射電子数を用いることと

する。この出射電子数を用いる方法は、ビームロスした（軌道からそれた）電

子によりアンジュレータの磁石がどの程度減磁するかという評価を行う際にも

利用しやすいという利点がある。 

 

4.2. 韓国浦項加速器研究所ライナックを用いた照射実験  

4.2.1 照射  
   電子線照射は、韓国の Pohang Accelerator Laboratoryのライナックを使用した

（図 4.2-1）。表 4.2-1にビームパラメータを示す。磁石サンプルは、40 mm 厚さ

の銅ブロックの後ろに 8 mm の空間を空けて設置した。この銅ブロックは、

SPring-8の標準型真空封止アンジュレータ磁石列の前に設置する RFフィンガ用

クランプ（図 4.2-2）を模擬している。2 GeV電子線を、0.2 mm厚さのステンレ

ス製真空窓を通過させ、大気中で銅ブロックに照射した。窓からサンプルまで

の距離は約 500 mmである。ビーム照射位置は、銅ブロックの前に置いた蛍光板
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の発光を CCDカメラでモニタしながら、随時調整した。蛍光板の発光サイズは

5 mm（垂直）× 15 mm （水平）である。出射した電子数は上流に設置したカ

レントモニタで計測した。照射量は平均 1.5×1014 electrons/hr である。 

 
 

表 4.2-1  ライナックのビームパラメータ。  

   Beam energy 2.0GeV 

   Operation frequency           10Hz 

   Macro-pulse length       1ns 

 

 

4.2.2 実験装置  

4.2.2.1 磁場計測システム  
本実験装置は、ホール素子を用いた磁場計測システムである。磁場はコンピ

ュータ制御により自動的にマッピングされる。ホール素子 (AREPOC 社製 

LHP-NU-s) は、温度計測用サーミスタおよび抵抗ヒータと一緒に銅製の保温ケ

ースの中に設置され、ホール素子の感度が温度により変化しないように、+-0.01 

K の精度で一定温度に精密温度調節される。ホール素子のサイズは 3×2.5×0.7 

mm3で磁場感受部分は 0.5×1.25 mm2である。ホール素子は、磁石サンプルの垂

直磁場を計測するようにセットされている。本ホール素子は、事前に、較正用

電磁石と NMR（MTTROLAB社製 Precision NMR teslameter PT2025）を用いて出

力電圧と磁場の関係を較正した。ホール素子は、XY駆動テーブルに取り付けら

れ、磁石上面から 3 mm上をスキャンし、磁場分布を計測する。照射中は、ホー

ル素子が放射線によりダメージを受けないように、ホール素子は 180°回転し、

磁石サンプルの反対側にある鉛シールドの中に格納することができる（図 4.2-3）。

シールドの中には参照用の磁石が、ホール素子を上下にはさむようにセットさ

れており、各計測前後でホール素子がダメージを受けていないかをチェックす

ることができる。照射室にある計測システムは、離れた部屋からリモートコン

トロールできるので、照射室に入室してサンプルや装置に触れることなく、連

続して照射と計測を行うことができる。計測システムの再現誤差は±0.02 %以内

である。 

  磁場強度は、磁石温度により変動する。このため、磁石温度を一定にする工



 

  49 

夫がなされている。磁石サンプルは、アルミ製ホルダにクランプされ、アルミ

製水冷ステージにセットされる。ステージに供給される冷却水は、水槽の中で

精密温度調節され、マグネットポンプで循環させる。磁石温度は、0.2 K以内の

精度で一定温度に保持された。磁石の温度計測は、アルメル-クロメル熱電対を

磁石底部に取り付けて行った。照射中の温度上昇は約 2 K である。サンプルお

よび計測装置全体はポリエチレンシートで覆われ、風などによる室温の早い変

動がセンサや磁石に与える影響を小さくしている。 

 

4.2.2.2 クライオスタット  

  放射線減磁試験用クライオスタットを開発し、本磁場計測装置と組み合わせ

ることで、磁石をクライオスタットから取り出すことなしに、低温下で照射と

磁場計測を繰り返し行えるようにした[46]。77 K以下までサンプル温度を下げる

ことが可能なクライオスタットを製作した。図 4.2-4、図 4.2-5に概念図を示す。

図 4.2-4に示すように磁石ホルダは熱伝導率の小さなポリイミドワッシャーでは

さまれ、ステンレス製の管でフランジに支持される。サンプル磁石は、パルス

チューブクーラにより冷却される（77 Kで 15 W）。図 4.2-5に示すように、クー

ラーの冷却ヘッドに取り付けた熱伝導用銅部品とサンプルホルダは、熱収縮力

を防ぐため厚さ 0.2 mmの屈曲した銅板で接続されている。サンプルホルダの温

度は、熱電対とマイクロセラミックヒータによりコントロールされる。磁石温

度は 4 線式の測温抵抗体により計測した。これら部品は、アルミ製真空槽の中

に設置された。真空槽はターボ分子ポンプにより、十分な真空断熱が得られる

10-4 Paまで排気された。 
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図 4.2-1  電子線照射場所と計測装置。  

(a) PAL 放射光施設のライナックダンプ位置。  (b) ライナックのダンプに設置した照

射エリア。遮蔽のためにコンクリートブロックの囲いを設置。(c) ブロック内に設置し

た磁場測定装置。  (d) クライオスタット型磁場測定装置。 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図 4.2-2  真空封止アンジュレータの RFフィンガおよびクラン
プ用銅ブロック。  
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図 4.2-4  クライオスタット内に設置した磁石サンプル模式図。  
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図 4.2-5  クライオスタット模式図。  
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4.3  SPring-8シンクロトロンを用いた照射実験  
4.3.1  照射  
  電子線照射は SPring-8 のシンクロトロンを用いて行った（図 4.3-1）[47]。シ

ンクロトロンからの電子は 1 mmのアルミ窓を通して大気中へ出射され、ビーム

ダンプ穴にセットされた磁石サンプルに打ち込まれる。出射電子数は、シンク

ロトロンリングに設置されたカレントモニタで計測した。照射量は平均 1.0×

1014 electrons/hr である。出射サイクルは 1 Hzである。電子ビームのプロファイ

ルは、遷移放射光モニタ(Optical Transition Radiation monitor)で計測した。ビーム

プロファイルを表 4.3-1に示す。このとき、照射位置調整用の蛍光板の発光サイ

ズは 4 mm（垂直）× 10 mm （水平）である。 

  図 4.3-2にサンプルの設置図を示す。ビームダンプは 1700 (thick) ×1200 (high) 

×1200 (wide) mm3の鉄のブロックで、中心にφ216×1200 mm2の穴が開いており、

この穴にφ205×1000 mm2のグラファイトシリンダが挿入されている。磁石サン

プルはこの穴の中、200 mmの深さにグラファイトシリンダに接して置かれてい

る。磁石の前には、40 (thick)×25 (high)×100 (wide) mm3の銅ブロックが磁石に接

して置かれている。電子ビームは、銅ブロックを貫通して磁石中心に照射され

る。銅ブロックは、SPring-8の標準真空封止挿入光源の磁石列の前に設置されて

いる RFフィンガのクランプを模擬している（図 4.2-2）。銅ブロック 40 mmの厚

さは放射長で 2.8 X0に相当しており、電磁カスケードを発生させるのに十分な

厚さである。 

  磁石と磁石ホルダおよびターゲットは、水冷されたアルミフレームに取り付

けられている。冷却水温度は 298± 0.1 Kに精密温度調節されており、磁石はア

ルミフレームに接触し、冷却される。磁石温度は磁石下面に取り付けた K 熱電

対により計測されるが、照射中の温度は 302.5± 0.5 Kであった。 

 

4.3.2  実験装置  
  実験装置は、基本構造は 4.2.2.1節で説明したものと同じであるが SPring-8の

ダンプ室に適したものを新たに製作した。照射後、リニアガイドに乗ったサン

プル台を手動でダンプ穴より引き出し計測する方法となっている。システム全

体の計測再現性エラーは 0.1 ％以下である。安全管理上の理由で、照射後磁石

がクールダウンするまで放置し計測は約 1時間後に実施した。SPring-8の運転ス

ケジュールのため、照射実験と磁場計測は日数を開けて数回繰り返した。 
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図 4.3-1  電子照射場所と計測装置。  

(a) SPring-8のシンクロトロンダンプ位置。 (b) シンクロトロンダンプ。(c) 

ダンプの鉄ブロックの前に設置した磁場測定装置。磁石はダンプ穴の中に

設置し照射する。磁場計測は穴の外で行う。 
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第 5章  広域エネルギー吸収放射線減磁機構  

5.1.  はじめに  

  広域エネルギー吸収放射線減磁機構は以下の過程で起こる。 

(1) 電子、γ線などにより磁石原子の電子系にエネルギーが付与されることによ

る電離・励起これに伴う磁石の温度上昇などにより、広い範囲で磁石スピンが

乱れ、結晶粒全体の磁化や保磁力が低下する。 

(2) 磁気異方性の小さな粒界や欠陥で磁化反転核が発生し、反転領域が広がる。  

この磁石スピンの乱れによる一連の減磁現象は、熱エネルギーでスピンが乱れ

減磁が起こる熱減磁に似ている。図 5.1-1に磁石原子への放射線によるエネルギ

ー付与と熱によるエネルギー付与の比較を示す。放射線によるエネルギー付与

は、磁石原子の電離・励起を引き起こし、このことが原因で磁石原子のスピン

が乱れる。一方、熱によるエネルギー付与は、熱ゆらぎにより磁石原子のスピ

ンの乱れを引き起こす。しかし、広い範囲でのスピンの乱れにより減磁が起き

るという現象については両者に大きな違いはない。放射線によるスピンの乱れ

で起きる放射線減磁が熱によるスピンの乱れで起きる減磁に類似していれば、

熱ゆらぎにより起こる減磁と同様の現象が放射線により観察されるはずである。 



 

  60 

 

 

 

 

 

図 5.1-1  エネルギー付与とスピンの乱れ（放射線減磁と熱減
磁の比較）。  
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5.2.  安定化処理と放射線減磁  
5.2.1. 研究の目的  

  最初に「安定化処理」について説明する。着磁した磁石の磁化は熱減磁開始

温度以下であっても時間とともに徐々に減少していくが、その減磁の起こり方

は温度により異なる。この経時変化で起きる減磁の原因は熱ゆらぎである。工

学的な応用から言えば、想定される経時変化による変化量を予め減磁しておく

とその量に相当する時間までは変化が起こらないことが知られており、高温で

使用される磁石などは熱減磁開始温度を超えない使用温度より少し高い温度で

熱減磁させることで、高温中での経時変化を起こりにくくさせることが行われ

ている。例えば、SPring-8の真空封止型アンジュレータで使用される磁石は、着

磁後 415 Kで 24時間熱処理されている。これは、蓄積リングに要求される超高

真空( <10-8 Pa)を達成するために、真空槽と磁石は加熱脱ガスを目的として真空

ベークを行うが、このときに磁石が熱減磁を起こさないようにするためである。

この安定化処理は「磁気枯らし」とも呼ばれている。また、熱の代わりに逆磁

場をかけて減磁させ安定化することが行われることもある。Parkerは、SmCo2 磁

石に直流電磁石で逆磁場をかけ減磁させることにより、高温中で経時変化が減

少したと述べている[48]。 

磁化Mの経時変化は、次の式で表される。 

€ 

M t( ) = const.− χ irrSv ln t( ).  (5.1) 

t は時間、χirrは不可逆磁化率、Svは式(2.7)で示したように、時間につれて減少

する磁化をもたらす「ゆらぎ磁場」に関係し磁気余効変数と呼ばれる。 

  放射線減磁が起きる原因に熱による磁石スピンの乱れに類似した放射線によ

る磁石スピンの乱れが関係していれば、熱ゆらぎが原因の減磁を低減させる安

定化処理が、放射線減磁に対しても低減効果があるはずである。本節では磁石

に安定化処理を行うことが放射線減磁にどのような影響を与えるかを確認する

ことで、放射線減磁と熱らぎの関係を議論する。 

 

 
5.2.2. サンプル  

  サンプルは、Nd2Fe14B 焼結磁石（NEOMAX-35EH）である。磁石のサイズは、

8 (thick) ×12 (high) ×46 (wide) mm3 で、酸化や腐食を防止するため磁石表面に 5 
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µm の TiN コーティングを行った。磁化方向は (thick) × (wide) 面に垂直である。 

安定化熱処理を行ったサンプルは、すべて大気中で 24時間加熱した。それぞ

れの磁石は、他の磁石からの磁気的影響による減磁を避けるため、1個ずつ加熱

した。熱処理温度の測定と温度調節は、熱電対を磁石に直接取り付けて行った。  

  逆磁場印可安定化処理を行ったサンプルは、着磁後の磁石に電磁石の直流一

様逆磁場 2 Tをかけ 4.0 %減磁させたものを使用した。 

  2 GeVの電子線照射は、厚さ 40 mmの銅ブロック後ろに設置した 1個の磁石

に対して行った。 

 

5.2.3. 実験結果および考察  

新しい放射線減磁モデルの式(3.1)の熱ゆらぎに関係する Sv(T)項は式(2.7)で表

わされるが、温度が高いほどゆらぎ磁場は増加する。熱ゆらぎによるゆらぎ磁

場が大きくなると保磁力場が減少するため、磁気異方性の小さな欠陥や粒界部

などのもともと保磁力の小さかった場所から磁化反転核が生じる。放射線照射

中の磁石全体の温度上昇は熱電対による計測ではたかだか 2~3度であるが、照

射部の結晶粒などでは熱減磁開始温度を越す温度に相当した放射線によるスピ

ンの乱れが生じていると考えられる。 

  着磁後に 415 K~513 K の範囲で温度を変えて安定化熱処理を行った

NEOMAX-35EH（熱減磁開始温度 440 K）の放射線減磁を図 5.2-1に示す[49]。

縦軸の磁場変化には熱処理による熱減磁は含まれていない。熱処理を行った磁

石の放射線減磁は線形に変化し、熱処理を行っていない磁石に比べ放射線減磁

量が大幅に小さくなっている。放射線減磁量は、熱処理温度により差が見られ

る。図 5.2-2 (a)に放射線減磁と安定化熱処理温度の関係を示す。また、熱処理温

度と熱減磁量の関係を図 5.2-2 (b)に示す[41]。熱減磁が開始する温度 440 K前後

で安定化熱処理した磁石（熱処理温度 410 K~470 K）で耐放射線性が特に大き

く向上している。同じ Nd2Fe14B 磁石で保磁力と熱減磁開始温度が異なる

NEOMAX-27VHに 493 Kで安定化熱処理を行い、照射した結果を図 5.2-3に示

す[50, 51]。安定化熱処理を行うと、NEOMAX-27VH（保磁力 2864 kA/m、熱減

磁開始温度 510 K）も、NEOMAX-35EH（保磁力 2387 kA/m、熱減磁開始温度 440 

K）と同様に放射線減磁が非常に小さくなっており[50]、NEOMAX-35EH固有の

特徴ではないことが分かる。このように、熱減磁を用いて熱ゆらぎによる減磁

を低減する安定化処理の手法が放射線減磁に対しても有効であることより、放
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射線減磁の原因に「熱ゆらぎで起こる磁化のゆらぎ」に類似した「放射線によ

る磁化のゆらぎ」が関与しているということが言える。 

高温中での経時変化に関して、一度ある温度で熱減磁させた磁石は、再加熱

しその温度になっても熱減磁がそれ以上進まないことが知られている。2 GeV電

子線照射による本実験では、安定化熱処理温度 410 K~470 Kを最大として耐放

射線性が大きく向上している。このことより、放射線によるスピンの乱れは 410 

K~470 Kで起きている熱ゆらぎによるスピンの乱れに相当することが分かる。 

  熱ゆらぎを低減させる安定化処理は、逆磁場をかけることでも行われる。図

5.2-4 に着磁後の磁石に逆磁場をかけ減磁させた場合と着磁したままの磁石の放

射線減磁曲線を示す[51]。着磁後に逆磁場をかけ減磁させた場合も、熱減磁によ

る安定化処理と同じように耐放射線性が向上する効果が見られる。 

このように、着磁後の磁石を予め減磁させ、熱ゆらぎの影響を低減させる二

種類の異なる安定化処理の手法が、放射線に対しても効果があった。これらの

結果より、熱ゆらぎによるスピンの乱れに類似した、放射線により起こる広い

範囲のスピンの乱れは、放射線減磁の原因の一つであると言える。 
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図 5.2-1  NEOMAX-35EH磁石における安定化熱処理温度と
放射線減磁の関係。  
安定化熱処理を行った磁石は、いずれも耐放射線性

が向上しており、線形な減少傾向を示す。 
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図 5.2-3  NEOMAX-27VH における安定化熱処理の有無による放射
線減磁の差。  
安定化熱処理により耐放射線性が向上している。 
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図 5.2-4  静逆磁場(2 Tesla)であらかじめ 4 %減磁させる安定化
処理を施した磁石と着磁したままの磁石の放射線減

磁。  
逆磁場減磁による安定化処理により耐放射線性が向上し

ている。 
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5.3. パーミアンス係数を用いた放射線による熱ゆらぎ温度の評価  

5.3.1. 研究の目的  
  放射線減磁が広域エネルギー吸収放射線減磁機構で示す、熱ゆらぎによるス

ピンの乱れに類似した現象であるとすると、放射線のエネルギー付与によるス

ピンの乱れは、磁場変化と温度の関係として観察することができる。本項では、

放射線による磁化のゆらぎが起きている温度を熱減磁温度として磁石のパーミ

アンス係数と温度の関係から求める。 

着磁した磁石を磁場の外へ取り出すと、磁石の両端に磁極が現れ外部空間に

磁束が流れるようになる。磁極から出る磁束は磁石内部にも通り、その方向は

着磁した磁場の方向、即ち自発磁化 Jの向きとは逆方向になる。これを「反磁場」

Hd と呼ぶ。実用状態にある磁石には必ず反磁場が作用している。磁石内の反磁

場を表す因子として「パーミアンス係数」がある。ある形状の磁石について考

えたとき、この磁石は自分自身が作る反磁場Hdを受けながら動作しているので、

図 2.3-3に示す B-H減磁曲線上で示される H＝-Hdの点（動作点）に対応する磁

束密度 Bdを生ずる。パーミアンス係数とは、このときの Bdとμ0Hdの比 Bd/μ

0Hdのことをいう。パーミアンス係数は、磁石の形状から計算され、使用する磁

石材料にはよらない値で、減磁の起こしにくさに関係する。パーミアンス係数

が小さくなるにつれ、動作点(-Hd, Bd)は減磁曲線上を Brから Hの負方向に移動

するが、Nd2Fe14B 磁石では最初のうち磁束密度の減少はわずかであり、屈曲点

を超えて急激な減磁が起きる。すなわち、異なるパーミアンス係数の磁石でも

動作点が屈曲点を越えなければ減磁量の差があまり見られない。 

新しい放射線減磁モデルでは、磁石内の反磁場 Hdが式(3.1)、式(3.2)に示す保

磁力場 Hcを超えたときに磁化反転が起こる。このため、放射線減磁は磁石のパ

ーミアンス係数の違いにより挙動が異なる。また、減磁曲線の形と屈曲点の位

置が温度により変化するため、パーミアンス係数と減磁挙動の関係は温度によ

っても異なる。本節ではパーミアンス係数の異なる磁石の放射線減磁の起こり

方を調べることで、放射線によるスピンの乱れに相当する熱ゆらぎが起きてい

る温度を議論する。 

 

5.3.2. サンプル  
  サンプルは、Nd2Fe14B 焼結磁石（NEOMAX-35EH）である。磁石のサイズは、

8 (A) ×12 (B) ×46 (C) mm3 で、酸化や腐食を防止するため磁石表面に 5 µm の
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TiN コーティングを行った。パーミアンス係数を変えるため、磁化方向が (A) × 

(C) 面に垂直な磁石と (B) × (C) 面に垂直な磁石を作成した。 

  厚さ 40 mmの銅ブロック後ろに設置した 1個の磁石に対して、2 GeVの電子

線照射を行った。 

 

 

5.3.3. 実験結果および考察  

  図 5.3-1に照射した電子数とパーミアンス係数が異なる磁石の磁場変化の関係

を示す。パーミアンス係数の小さな磁石は大きな放射線減磁を起こしている[45]。

放射線減磁モデルでは保磁力場 Hcより反磁場 Hdが大きいときに磁化反転が起

きるが、パーミアンス係数は反磁場 Hdに反比例した係数であるためパーミアン

ス係数が小さいほど放射線減磁が大きく起こるのである。ところが図 5.3-2に示

すように NEOMAX-35EHの 293 Kにおける減磁曲線から考えると、パーミアン

ス係数 1.68と 0.74の動作点は、どちらも減磁開始屈曲点より右側にあるため減

磁量にほとんど差が生じないはずである。放射線減磁でこのように大きな差が

生じる理由は、減磁曲線の形と屈曲点の位置が温度により変化することより説

明できる。放射線による温度上昇でこのような大きな減磁量の差が生じるため

には、それぞれのパーミアンス係数の動作点が減磁曲線の屈曲点の右側と左側

にくる 410~450 K程度への温度上昇が必要である。もし、450 Kを超えてしま

うと両パーミアンス係数とも動作点が屈曲点の左側へ移動し、大きな減磁が起

きてしまうため再び放射線減磁の差がつかなくなる。このことより、放射線に

よるスピンの乱れは、410~450 Kで起きている熱ゆらぎによるスピンの乱れに

相当すると推定される。この温度は先に安定化熱処理温度の関係から推定した

熱ゆらぎが起きている温度 410~470 Kとも一致している。 
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図 5.3-1  パーミアンス係数の異なる磁石の放射線減磁。  
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Pc=0.74!

Pc=1.68!

!"#$!"#$%&'()*+!

図 5.3-2  熱減磁開始温度は、パーミアンス係数に依存する。  
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5.4. 熱減磁および放射線減磁と保磁力の関係を用いた放射線による熱ゆ
らぎ温度の評価  

5.4.1 研究の目的  

  放射線減磁が広域エネルギー吸収放射線減磁機構で示す熱ゆらぎによるスピ

ンの乱れに類似した現象であるとすると、放射線のエネルギー付与によるスピ

ンの乱れは、磁場変化と温度の関係として観察することができる。本項では、

放射線による磁化のゆらぎが起きている温度を熱減磁温度として、磁石の熱減

磁と温度の関係から求める。磁石を高温環境で使用すると、キュリー温度以下

であっても熱減磁を起こし磁場が減少する。室温から温度を上昇させて行くと、

磁石の磁場は温度係数に比例し減少して行くが、熱減磁開始温度を越えると急

激に磁場は失われ、キュリー温度で完全に磁場を消失する。このようなキュリ

ー温度以下の熱による磁場の減少は、組織変化ではなく磁化反転が原因である。

熱による磁化反転は、温度上昇により保磁力が低下することにより起こるため、

熱減磁の起こりやすさは、保磁力の大きさに密接に関係している。本節では保

磁力の異なる磁石の放射線減磁の起こり方を調べることで放射線によるスピン

の乱れに相当する熱ゆらぎが起きている温度を議論する。 
 

5.4.2 サンプル  

  磁石サンプルは、Nd2Fe14B 磁石を用いた。磁化方向は照射面に垂直である。

Nd2Fe14B磁石は、酸化や腐食を防止するため磁石表面に 5 µm の TiN コーティ

ングを行った。表 5.4-1に用いた磁石の特性等を示す。 
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5.4.3 実験結果および考察  

  図 5.4-1 に保磁力の異なる Nd2Fe14B 磁石の照射電子数と磁場変化の関係を示

す[41, 45]。どの保磁力の磁石も照射電子数の増加にともない放射線減磁量（磁

場変化）が非線形に増加している。保磁力の大きな Nd2Fe14B磁石は、減磁しに

くい傾向が見られる。図 5.4-2 (a) に、保磁力 1116 kA/mから 2864 kA/mの磁石

について放射線減磁量を比較する。また、図 5.4-2 (b) に保磁力と熱減磁開始温

度の関係を示す。耐放射線性は、保磁力とともに非線形に増加する[41]。一方、

熱減磁開始温度は保磁力に比例する。保磁力の異なる Nd2Fe14B磁石の放射線減

磁挙動の違いが磁石の熱減磁開始温度の違いに起因するとした Makitaらの発生

温度推定方法[27]を用いて、本実験で行った２GeV電子線照射による発生温度を

求めると、保磁力 1989 kA/m 以上の磁石で放射線減磁量の増加がほとんどなく

なることから、この磁石の熱減磁開始温度 440 K 付近が最大発生温度と推定さ

れる。この温度は先に安定化熱処理温度の関係から推定した熱ゆらぎが起きて

いる温度 410~470 K、パーミアンス係数と温度の関係から推定した 410~450 K

と一致している。 
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図 5.4-1  保磁力の異なる Nd2Fe14B磁石の放射線減磁。  
保磁力の大きな Nd2Fe14B磁石は、減磁しにくい。
放射線減磁量は、照射電子数に対して非線形に増

加する。 
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5.5.  本章のまとめ  
  放射線減磁した磁石は再着磁すると照射前の磁化を取り戻すことから、放射

線減磁は磁化が回復しない組織の破壊・変質が主な原因ではなく再着磁して減

磁前の磁化を取り戻すことができる磁化反転により起こる。 

  3.2節で示したように、Kähkönenらの熱スパイクモデル[14, 15]では、「熱スパ

イクが微小領域にキュリー温度を超す高温を発生させることで磁化反転核が生

成し、反転磁壁が欠陥等で止まるまで移動・拡大する。」しかし、Nd2Fe14B磁石

は結晶粒内部に磁壁移動の障壁となる析出相や欠陥が存在しないので、一旦、

反転核が発生すれば粒全体に磁化反転が起きてしまうと考えられている[39]。こ

のため Makita らは、「Kähkönen らのキュリー温度を超える高温による磁化消失

が反転核発生の原因であるという説明だと、キュリー温度が等しい磁石では、

磁化消失温度が同じであるため、どの磁石でも同じように反転核の発生、磁化

反転、減磁が起こる。しかし、実験ではキュリー温度が等しい Nd2Fe14Bの放射

線減磁で、反転核発生の起こり方に関係する保磁力依存性が観察された。した

がって、磁化反転が起きた温度上昇領域は、磁化消失により必ず核が発生する

キュリー温度まで上昇しない。」と指摘した[27]。そして、「照射領域において温

度上昇により結晶磁気異方性が低下するので、パーミアンス係数が小さく、か

つ領域が十分な大きさを持てば、反転磁区の核発生と磁化反転が起こる。すな

わち、温度上昇が磁石の熱減磁開始温度を超えたときに磁化反転が起きる。」と

いう熱減磁モデルを提唱した。 

広域エネルギー吸収放射線減磁機構は、Makita らの熱減磁モデルを発展させ

たもので以下の過程で放射線減磁が起こる。 

(1) 電子、γ線により磁石原子の電子系にエネルギーが付与され電離・励起、こ

れに伴う磁石の温度上昇などが起こり、広い範囲で磁石スピンが乱れ、結晶粒

全体の磁化や保磁力が低下する。 

(2) 磁気異方性の小さな粒界や欠陥で磁化反転核が発生し、反転領域が広がる。  

この広い範囲の磁石スピンの乱れによる一連の減磁現象は、熱エネルギーでス

ピンが乱れ減磁が起こる熱減磁に類似しているため、放射線減磁と熱ゆらぎに

よるスピンに乱れで起こる減磁現象の関係を調べることで、広域エネルギー吸

収放射線減磁機構の確認ができる。 

  5.2節では熱ゆらぎが原因の減磁を低減させる工業的手法である「安定化処理」

が、放射線減磁に対しても低減効果があるはずであるとの仮定のもと実験を行
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った。本節では熱減磁と逆磁場印可の二種類の異なる「安定化処理」の手法を

用い、これらの手法が放射線減磁に対しても抑制効果があることを証明した。

これらの結果より、放射線による熱ゆらぎに類似したスピンの乱れは、放射線

減磁の原因の一つであると言える。また、高温中での経時変化に関して、一度

ある温度で熱減磁させた磁石は、再加熱しその温度になっても熱減磁がそれ以

上進まないという性質から、本実験で放射線によるスピンの乱れは、410~470 K

付近で起きている熱ゆらぎによるスピンの乱れに相当すると推定した。 

  5.3節では磁石内の反磁場が放射線減磁に及ぼす影響から放射線によるスピン

の乱れに相当する熱ゆらぎを起こす温度を推定した。磁石内の反磁場を表す因

子として Bd/μ0Hdで表わされる「パーミアンス係数」がある。パーミアンス係

数は、磁石の形状から計算され、使用する磁石材料にはよらない値で、減磁の

起こしにくさに関係する。減磁曲線の形と屈曲点の位置は温度により変化する

ため、パーミアンス係数と減磁挙動の関係は温度によって異なる。本節ではこ

の性質を利用しパーミアンス係数の異なる磁石の放射線減磁の起こり方を調べ

ることで、放射線によるスピンの乱れに相当する熱ゆらぎを起こす温度を 410

~450 K程度と推定した。この温度は、5.2節で求めた温度とも合致している。 

5.4 節では熱減磁開始温度の異なる Nd2Fe14B 磁石について放射線減磁の起こ

り方を比較することで、本実験の放射線によるスピンの乱れに相当する熱ゆら

ぎを起こす温度を 440 K付近と推定した。この温度は、5.2、5.3節で求めた温度

とも合致している。 

このように、本節で行った実験に関しては、広域エネルギー吸収放射線減磁

機構でうまく説明ができ、放射線減磁の原因の一つとして広域エネルギー吸収

放射線減磁機構が関係していることが示された。次節では、広域エネルギー吸

収放射線減磁機構で説明できない現象について調べる。 
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第 6章  微小領域エネルギー放出放射線減磁機構  
6.1  はじめに  

  微小領域エネルギー放出放射線減磁機構は以下の過程で起こる。 

(1) 高エネルギー中性子が磁石の原子と弾性的・非弾性的相互作用を起こし、

極微小領域に高エネルギーを放出する。 

(2) 極微小領域での瞬間的なエネルギー放出が熱スパイク的な高温の発生や

核変化を起こし、エネルギーが放出された微小領域を中心とした磁気的

変化により磁化反転が起こり、この領域が十分大きければ磁化反転核が

生成される。 

(3) 磁化反転核は保磁力の小さな粒界でも、保磁力の大きな粒内でも同じよう

に起こる。 

(4) 磁化反転核周囲の保磁力が十分大きな場合は、反転磁壁が広がらず磁化反

転が進まない場合も起こりうる。 

   

中性子は放射線減磁に影響を与えることが多数報告されている。例えば、反

応炉を利用し Costや Brownらは種々の照射実験を行い放射線減磁を確認してい

る[22-24]。また、Aldermanらは 1-2 MeVの速中性子照射を行い、速中性子フル

エンス 1.61×1014 n/cm2 で 10 ％以上の残留磁束密度の変化を観察した[9]。

Kawakuboらは 14 MeVの中性子照射を行い、フルエンス 3.65×1013 n/cm2の照射

で最大 36％の磁場変化があったと報告している[21]。このように中性子が放射

線減磁の原因の一つであることは明確である。特に高エネルギー中性子は、物

質の原子核との弾性・非弾性的相互作用により原子核のはじき出し[28]や蒸発反

応などを起こし、大きなエネルギーを微小領域に放出する。 

高エネルギー中性子と弾性相互作用し、エネルギーを得て格子位置からはじ

き出された原子は熱スパイク[30]を起こす場合がある[31]。はじき出されイオン

化した原子が物質の中で減速するとき、短い距離で大きなエネルギーを失い微

小領域に高温が発生する。はじき出し原子が衝突を起こした中心部の格子系が

もつ運動エネルギーは温度に換算すると数万度以上になり、104 K/nm 程度の温

度勾配で冷却が起きる。このとき熱的な影響を受ける領域の大きさは 1 nm～10 

nm径程度となる[34, 35]が、これは式(2.7) で示される熱活性化体積すなわち反

転核の体積とほぼ同じ大きさである。 
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 微小領域エネルギー放出放射線減磁機構で示す放射線減磁では微小領域で大

きなエネルギーが発生することで反転核が生じるため、広域エネルギー吸収放

射線減磁機構で反転核が発生せず放射線減磁が起こらない条件でも、放射線減

磁が起こると考えられる。 

本章では、広域エネルギー吸収放射線減磁機構で放射線減磁が起こりにくい

条件下で起こる微小領域エネルギー放出放射線減磁機構による放射線減磁につ

いて議論する。 

 

6.2耐熱磁石 SmCo5、Sm2Co17における放射線減磁  

6.2.1 研究の目的  

Nd2Fe14B 磁石と同じ希土類磁石である SmCo5磁石、Sm2Co17磁石は Nd2Fe14B

に比べ熱的に安定しており、保磁力の温度依存性が小さく、キュリー温度も高

い耐熱磁石である。このため、Nd2Fe14B 磁石が熱減磁する温度においても熱減

磁を起こさない場合がある。 

新しいモデルでは、放射線減磁は広域エネルギー吸収放射線減磁機構と微小

領域エネルギー放出放射線減磁機構の二つの機構が複合して起こるとした。も

し、広域エネルギー吸収放射線減磁機構で説明した熱ゆらぎに類似したスピン

の乱れだけが放射線減磁の原因だとすると、Nd2Fe14B 磁石が放射線減磁をほと

んど起こさない照射条件では SmCo5 磁石、Sm2Co17 磁石の放射線減磁が観察さ

れないはずである。耐熱磁石にも放射線減磁が起こるとすれば、例えば微小領

域エネルギー放出放射線減磁機構のような別の機構が起きていることになる。 

 

6.2.2 サンプル  

  磁石サンプルは、Sm2Co17磁石、SmCo5磁石を用いた。磁化方向は照射面に垂

直である。表 6.2-1 に用いた磁石の特性等を示す。表 6.2-2 に磁石の熱的な特性

を示す。 
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6.2.3 実験結果および考察  

図 6.2-1に SmCo5磁石、図 6.2-2に Sm2Co17磁石の照射電子数と磁場変化の関

係を示す[45, 50]。耐熱磁石においても放射線減磁が観察される。これら耐熱磁

石に熱減磁が起きるためには、熱減磁開始温度 520 K 以上の温度上昇が必要で

あるが、5章で推定したように本実験の発生温度は 440 K程度であり、この温度

で耐熱磁石 SmCo5、Sm2Co17に熱減磁が起こることの説明ができない。逆の見方

をすれば、SmCo5、Sm2Co17磁石の熱減磁に必要な 520 K以上の発熱が、熱減磁

開始温度 440 Kの Nd2Fe14B磁石で発生した場合は、50 %を超す大きな減磁が起

きるはずであるが、観察された放射線減磁量は照射電子数 3×1014 electrons で

1 %程度でありさほど大きくない。このことより、耐熱磁石 SmCo5、Sm2Co17に

おける放射線減磁は、Makita らの熱減磁モデルや広域エネルギー吸収放射線減

磁機構に関係する熱ゆらぎ的なスピンの乱れだけでは説明できない。一方、

Kähkönenらの熱スパイクモデルや微小領域エネルギー放出放射線減磁機構の考

え方によれば、磁化反転核の発生は、磁石の熱減磁開始温度や保磁力に無関係

に起きる。つまり、熱減磁開始温度の高い耐熱磁石 SmCo5、Sm2Co17についても

磁化反転核が発生し放射線減磁が起こりうることの説明ができる。 

Sm2Co17 磁石は、結晶粒内部の析出相が磁壁移動を妨げる「磁壁ピン止め型」

であるが、磁気異方性が磁壁移動の障壁となることで保磁力が決まり磁壁移動

の障壁が少ない「核発生成長型」の SmCo5磁石に比べ、放射線減磁が極めて小

さい。このことは、放射線減磁挙動が核発生の起こりにくさのみで決まるので

はなく、核発生後の磁壁の侵入・移動の起こりにくさに大きな影響を受けてい

ることを示している。 
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図 6.2-1   SmCo5磁石の放射線減磁。  
「核発生成長型」磁石であり、磁気異方性が磁壁移

動の障壁となる。 
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図 6.2-2   Sm2Co17磁石の放射線減磁。  
「磁壁ピン止め型」磁石であり、結晶内部の析出相が

磁壁移動の障壁となる。 
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6.3  低温下で熱ゆらぎの影響が低下したときの放射線減磁  
6.3.1. 研究の目的  

新しいモデルでは、放射線減磁は広域エネルギー吸収放射線減磁機構と微小

領域エネルギー放出放射線減磁機構の二つの機構が複合して起こる。もし、広

域エネルギー吸収放射線減磁機構で説明した熱ゆらぎに類似したスピンの乱れ

だけが放射線減磁の原因だとすると、磁石温度を低下させれば熱ゆらぎの影響

が低下するため、放射線減磁も小さくなるはずである。更に、熱ゆらぎが起こ

す最大温度が磁石の熱減磁開始温度より低い場合には、放射線減磁は観察され

なくなると考えられる。低温下でも放射線減磁が起こり続けているとすれば、

例えば微小領域エネルギー放出放射線減磁機構のような別の機構が起きている

ことになる。本節でこの現象の有無を確認する。 

 

6.3.2 サンプルおよび照射条件  

  磁石サンプル Nd2Fe14B 磁石 (NEOMAX-50BH) および、 Pr2Fe14B 磁石

(NEOMAX-53CR)は、住友特殊金属社(現  日立金属社)が製作した。サンプルの

サイズは、8 (thick) ×12 (high) ×46 (wide) mm3である。磁化方向は  (thick) × (wide)

面に垂直である。磁石表面は、酸化や腐食を防止するため 5 µm の TiNコーティ

ングを行った。 

  図 4.2-4、4.2-5 に示すクライオスタット内に設置したサンプルに、40 mm の

銅ターゲットを通して 2.5 GeVの電子線を照射した。磁石の照射中の温度は、90 

Kに保持した。 

 

6.3.3. 実験結果および考察  

低温下での放射線減磁実験については、Kähkönenらがプロトン照射について

実験し、放射線減磁が低下したという報告がある[13]。低温下で耐放射線性が向

上する理由は、(a) 磁石温度が低下することによる熱ゆらぎの影響の低下、(b) 保

磁力の増加、 (c) 拡散による欠陥移動の不活性化の 3点が考えられる。 

 

(a) 磁石温度が低下することによる熱ゆらぎの影響の低下と保磁力の増加  
図 6.3-1に NEOMAX-50BH (Nd2Fe14B)の放射線減磁曲線を示す[46, 51]。300 K

での照射に比べ 145 K での照射による放射線減磁は大きく減少している。図

6.3-2に示すように、NEOMAX-50BHの保磁力は、300 Kで 1116 kA/m であるが
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145 K では 3060 kA/m に増加する[52]。図 6.3-3 に 90 K での照射による

NEOMAX-53CR (Pr2Fe14B) の 放 射 線 減 磁 曲 線 お よ び 145K に お け る

NEOMAX-50BH（Nd2Fe14B）の放射線減磁曲線を示す。このような低温下にお

いても放射線減磁が観察され、保磁力の大きな 53CRの方が減磁しにくい[46]。 

低温において保磁力が増加するのは、3.3節に示す式(3.1)、式(3.2)における熱

活性化エネルギーの減少と、式(3.5)における異方性定数や他の定数の増加のた

め磁壁エネルギーが増加するためである。Pr2Fe14B 、Nd2Fe14B 磁石は「核発生

成長型」磁石で、結晶粒内部に磁壁移動の障壁となる析出相や欠陥がほとんど

存在しない。このため、反磁場の印加や磁石全体の温度上昇などの磁石全体の

保磁力が低下する条件では、磁気異方性が大きく低下している粒界などで、反

転核が発生すると同時に、反転磁壁の侵入・拡大が連続して起き、粒全体の磁

化反転が起きてしまうと考えられている[39]。すなわち、Kähkönen らの「熱ス

パイクにより反転磁区の核生成が起きると、反転磁区が粒界または欠陥で成長

が妨げられるまで広がる。」とした熱スパイクモデル[14, 15]では、Makitaらが指

摘したように、磁化反転核が生成すれば粒全体の磁化反転が起きてしまうため

保磁力依存性が起こらないという欠点がある[27]。 

一方、本実験のような極めて低温ではMakitaらの「温度上昇が磁石の熱減磁

開始温度を超えたときに磁化反転が起きる。」とした熱減磁モデル[27]も成立し

ないのである。5章で求めたように、2 GeV電子線照射により発生する温度上昇

は 140 K程度である。本実験における電子線エネルギーは 2.5 GeVであるので、

吸収線量を計算すると約 1.3 倍のエネルギーが付与され、温度上昇は最大でも

180K程度と推定される。このことより、NEOMAX-53CR (Pr2Fe14B) の 90Kにお

ける照射では、熱ゆらぎが起きている温度は 270 K 程度で室温よりも低く、放

射線減磁に与える熱ゆらぎの影響は大きく低下している。保磁力も 5000 kA/m

を超え極めて大きい。しかし、このような条件下においても放射線減磁が観察

され、Makitaらの熱減磁モデルで説明ができない。 

これらの問題を解決するために、新しいモデルの微小領域エネルギー放出減

磁機構では、「高エネルギー放射線による磁化反転核の発生は、磁石の熱減磁開

始温度や保磁力に無関係に起きるが、磁化反転核周囲の保磁力が十分大きな場

合は、反転磁壁が広がらず磁化反転が進まない場合も起こりうる。」と仮定した。

つまり、微小領域エネルギー放出減磁機構では低温においても磁化反転核が発

生する。また、「核発生成長」磁石で発生した反転核の粒内への磁壁の侵入・拡



 

  87 

大を妨げる要因は、大きな磁気異方性であるが、一般的な磁石の減磁問題で取

り扱われる、反磁場の印加や磁石全体の温度上昇などによる減磁は、磁気異方

性が広い範囲で低下し、反転磁壁が広がりやすい状況になった条件下で、磁気

異方性の低い粒界などで磁化反転核が発生し、磁化反転磁壁が拡大することで

起きる。これに対して、放射線による微小領域エネルギー放出減磁機構で生じ

る磁化反転核は、主として磁気異方性が大きな粒内の微小領域で起こるため、

磁化反転核周囲の磁気異方性が大きなまま保たれている。このため、磁化反転

核が発生しても必ずしも発生した全ての磁化反転核で反転磁壁の侵入・拡大が

起こるとは限らない。これは、磁石の結晶粒界や表面には多数の磁化反転核が

存在するが、すべての磁化反転核で磁壁の侵入・拡大が起きていないのと同じ

である。例えば Park ら[42]は、狭い領域に強い磁場を発生させることのできる

磁化させた針を Nd2Fe14Bの薄膜上で動かすことで、粒界からの磁壁移動観察を

行ったが、磁化反転領域が発生しても磁場を動かさない場合は、磁壁が拡大せ

ず静止したままであることを観察している。このように磁化反転核が生じた場

合でも、磁化反転核周辺の状況によっては、磁壁移動が起きない場合も起こり

うる。Kähkönenらの熱スパイクモデルと異なり、微小領域エネルギー放出減磁

機構では、磁化反転核周囲の磁気異方性の大きさは保磁力に関係するので保磁

力依存性が表れるのである。 

 

(b) 拡散による欠陥移動の不活性化  
  低温下での拡散による欠陥移動の不活性化について検討するため、低温照射

後の磁場の経時変化を調べた。図 6.3-4 に NEOMAX-50BH の各温度における照

射前後の磁場強度を示す。グラフは、最大磁場強度で規格化した。照射電子数

1.86×1015  electronsまで照射し 0.43 ％放射線減磁させた後、温度による磁場変

化を 75 K~300 Kで計測した。140 K以上の温度においては、照射前後で良い一

致を示し変化は見られない。図 6.3-5に上記実験後、磁石を 300 Kで保持したと

きの時間に対する磁場変化を示す。36 時間後までで磁場に変化の傾向は見られ

ない。これらのことより、照射後の磁石磁場は安定であり、仮に低温下の照射

で生じた欠陥等が温度上昇により状態が変化したとしても、大きな磁気的変化

としては現れないことが分かった。すなわち、低温下での拡散による欠陥移動

の不活性化は、主な原因ではない。このことは、Talvitie らによるプロトン照射

により放射線減磁を起こした Nd2Fe14B磁石でのポジトロン寿命測定において、
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vacancy の集中が観測されなかった[16]実験結果を支持している。本実験結果と

異なり、室温での照射後の磁石の磁場の経時変化について Kawakuboらは磁場回

復を報告している[21]。一方、Alderman ら[9]は、照射後の磁場は変化が見られ

なかったと報告している。更に検証を行う必要があるが、照射後の磁石の磁場

の経時変化については、何らかの環境要因が作用している可能性が高いと考え

られる。 
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図 6.3-1  NEOMAX-50BH（Nd2Fe14B磁石）の放射線減磁曲線。 
低温で耐放射線性が大きく向上している。 
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図 6.3-2  保磁力の温度依存性。  
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図 6.3-3  低温下での放射線減磁（熱ゆらぎの影響が低下
したとき）。  
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図 6.3-4   各温度における照射前後の磁場強度変化。  
145 Kで 0.43 ％放射線減磁させた後、温度を変化させ磁場を計測
した。グラフは最大磁場強度で規格化した。 
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図 6.3-5  低温照射後、300 Kにおける放射線減磁量の経時変化。  
145 Kで 0.43 ％放射線減磁させた後、300 Kで保持し磁場変化を観察し

た。放射線減磁量に変化の傾向は見られない。 
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6.4  放射線減磁のエネルギー依存性  
6.4.1  はじめに  
  「広域エネルギー吸収放射線減磁機構」と「微小領域エネルギー放出放射線

減磁機構」の二つの機構は高エネルギー電子線照射下では同時に起こるが、放

射線を受ける環境、磁石の性質により強く影響を受ける機構が異なる。同じ照

射電子線エネルギーの場合、保磁力が小さな磁石や熱減磁開始温度が低い磁石

では、磁化反転核が生じるスピンの乱れを起こすために必要なエネルギーは小

さく、両方の機構の影響を複合して受ける。一方、保磁力が大きな磁石や熱減

磁開始温度が高い磁石では、磁化反転が生じるスピンの乱れを起こすために必

要なエネルギーが大きくなるため、他の磁石に比べ広域エネルギー吸収放射線

減磁機構の影響が小さくなる。このため磁石の性質に無関係に磁化反転核が発

生する微小領域エネルギー放出放射線減磁機構の影響が大きくなる。安定化熱

処理した磁石は、5.2 節で示したように「広域エネルギー吸収放射線減磁機構」

の影響が低下している。 

  本実験では、安定化熱処理した磁石を用い、主として「微小領域エネルギー

放出放射線減磁機構」により起きる放射線減磁挙動を照射電子エネルギー、照

射ターゲットを変えて試験する。また、モンテカルロ粒子輸送計算コード

FLUKA[5, 6]を用い、放射線挙動を計算し、実験結果と比較し、放射線減磁に影

響を及ぼす放射線粒子について議論する[53]。FLUKAは、熱エネルギーから 20 

TeV のハドロン、光子、電子、ミューオン、ニュートリノなど、重イオン以外

のほとんど全ての粒子に対する輸送を扱うことができる汎用粒子輸送計算コー

ドである。その開発は、欧州原子核研究所(CERN)において 1960年代から継続的

に進められている。 

 

6.4.2  サンプル  
  サンプルは 住友特殊金属社（現  日立金属社）が製作した、Nd2Fe14B 焼結磁

石 NEOMAX-35EHを用いた。磁石のサイズは、8 (thick) ×12 (high) ×46 (wide) mm3 

で、酸化や腐食を防止するため磁石表面に5 µm のTiN コーティングを行った。

サンプルは、熱ゆらぎの影響を低減するため 413 Kで 24 時間、熱安定化処理を

行った[49]。 
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6.4.3 実験結果  
  異なる照射電子エネルギーにおける、照射電子数と磁場変化（放射線減磁）ΔB

の関係を図 6.4-1に示す[47]。電子エネルギー2 GeVのデータはPohang Accelerator 

Laboratory (PAL) で実験したもので、磁石サンプル、ターゲット、磁場計測方法

は今回の実験と同じであるが、配置はターゲットと磁石の間に 8 mmの空間があ

り、磁石の後ろにはグラファイトブロックがない[54]。図 6.4-1 (a) に示すように、

磁場減少量は照射電子数に比例し、照射電子エネルギーにも依存する。照射電

子エネルギー8 GeVを銅(Cu)ターゲットに照射したものとタンタル(Ta)ターゲッ

トに照射した放射線減磁を比較すると、Ta ターゲットの場合は放射線減磁量が

大きく低下している。図 6.4-1 (b) に Cu ターゲットのときの照射電子数 1013 

electrons 当たりの磁場減少量(ΔΦ=ΔB/1013 electrons) と照射電子エネルギーの関

係を示す。磁場減少量 ΔΦ は照射電子エネルギーに比例しておらず、エネルギ

ーが大きくなるにともないエネルギーに対する減少の割合が小さくなる。特に

照射電子エネルギーが 6 GeVと 8 GeVにおいては差がほとんど見られない。本

実験における ΔΦ と照射電子エネルギー Eの関係は次の式で表される。 

 

 ΔΦ = -0.028+0.052exp(-0.366E).  (6.1) 

 

図 6.4-2 (a) に照射電子エネルギーが 8 GeVで照射電子数が異なるときの、ビ

ーム軸に直角方向の磁場変化の分布を示す。図 6.4-2 (b) は同じものを最大磁場

変化で規格化したグラフである。照射電子数が 4.02×1014 electrons から 1.39×

1015 electronsへ増加するに伴い、減磁した領域が広がっていくが (図 6.4-2 (a))、

規格化するとどちらもほぼ同じガウス分布である(図 6.4-2 (b))。 

図 6.4-3に照射電子線エネルギーが 4 GeV、8 GeVで最大磁場変化量が 2 ％の

ときの、照射軸に直交する方向の磁場変化の分布を示す。ほぼ同じ形状であり、

照射電子エネルギーの違いによる差がほとんど見られない。 

図 6.4-4に照射電子エネルギーが 2 GeVの Cuターゲットおよび 8 GeVの Ta

ターゲットときの照射軸に直交する方向の磁場変化の分布を示す。照射電子数

は、それぞれ 4.7×1014 electrons、5.0×1014 electronsである。 
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6.4.4 計算結果  
(a) 放射線分布  
図 6.4-5に 8 GeV電子を Cuターゲットに照射したときに発生する電子、陽電

子、光子、中性子の分布を示す。分布図は上から見た図で、電子は y=0 の位置

で左側から右へ照射される。電子、陽電子、光子は照射軸上に集中して発生し

ている。一方、中性子は他と異なり広がった分布となっている。 

 
(b) 吸収線量  
吸収線量は物質の単位質量当たりに電離性放射線から物質に付与されるエネ

ルギーである。吸収線量分布を図 6.4-6、6.4-7、6.4-8に示す。分布図は上から見

た図で、電子は y=0の位置で左側から右へ照射される。図 6.4-8は Pohangで行

われた 2 GeV電子の Cuターゲットへの照射である。吸収線量分布の計算結果は

ターゲットブロックの材質と照射電子エネルギーに依存している。図 6.4-9 は

Cu ターゲットのとき、図 6.4-10 は Ta ターゲットのときの各照射電子線エネル

ギーの照射軸上の吸収線量分布である。8 GeV電子線を Taターゲットに照射し

たときの磁石の吸収線量は、磁石の入射側においては 8 GeV電子を Cuターゲッ

トに照射したときとほぼ等しく、磁石の出射側においては 2 GeV電子を Cuター

ゲットに照射したときとほぼ等しい。 

 

(c) 中性子衝突フルエンス  
  光中性子は、高エネルギー電子が起こす電磁カスケードシャワーと物質の相

互作用により生じる。光中性子を生じる光核反応には、制動放射エネルギーの

大きさにより巨大共鳴吸収、疑似重陽子生成、パイオン生成などの過程がある。

高エネルギー中性子は、放射線減磁を起こすことが知られており[9, 21]、このこ

とから光中性子の挙動を調べることは特に重要であるが、図 2.2-3に示したよう

に中性子のエネルギーにより異なる反応が起きる。 

中性子のフルエンスを衝突率による評価法（collision estimaor）を使用して計

算した。体系中の小体積を V、媒質の巨視的全断面積をΣt、衝突前の中性子の

重みをWとすると、小体積内のすべての衝突からの寄与W/Σt/Vの和を取るこ

とによって、小体積内で平均した中性子束（フルエンス）を評価できる。重み

は、衝突点からの各粒子の平均自由行程で行われる。 

高エネルギー電子照射による磁石中の中性子衝突フルエンスと中性子エネル
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ギーの関係を図 6.4-11、6.4-12に示す。図 6.4-11は照射軸上（磁石中心）、図 6.4-12

は磁石の端における中性子衝突フルエンスである。計算は磁石を 11セグメント

（0.4032 cm3）に分けて行った。磁石の中心における中性子衝突フルエンスは、

発生した中性子のエネルギーが低エネルギー側では、Ta ターゲットの方が Cu

ターゲットのときより大きいが、高エネルギー側では逆になっている。磁石の

端における中性子衝突フルエンスは、8 GeV電子照射の低エネルギー側では Ta

ターゲットの方が Cuターゲットのときより大きいが、高エネルギー側ではほぼ

等しくなる。 

中性子エネルギーが 1 MeVの中性子衝突フルエンスは、Cuターゲットへの 2 

GeV電子照射のときの磁石中心とTaターゲットへの 8 GeV電子照射のときの磁

石の端でほぼ等しい。 

 

(d) 「弾性衝突+スター密度」  
  物質に入射した高エネルギーの中性子や光子は原子核と相互作用し、微小領

域で大きなエネルギーの移動が起こる場合がある。高エネルギー中性子と弾性

衝突、非弾性衝突し、エネルギーを得て格子位置からはじき出された高エネル

ギー原子は他の原子と衝突することにより熱スパイク[30, 32, 33, 36]を起こす場

合がある。単位体積中での非弾性相互作用の発生密度は、スター密度と呼ばれ

る。高エネルギー入射粒子と物質の原子核の間で大きなエネルギー移動が起こ

るとき、微小領域で磁石に磁気的変化を起こさせる核変化、組織変化、高温が

発生する。このような高エネルギーの移動が起きる件数は相互作用の密度に関

係する。本計算では、しきい値エネルギー以上の光中性子が起こす弾性衝突と

非弾性衝突（スター）を合わせた発生密度を計算する。計算体積は 0.2×0.2×0.8 

cm3である。 

図 6.4-13~6.4-18 に、「弾性衝突+スター密度」平面分布を示す。図 6.4-13~

6.4-17は、しきい値エネルギー20 MeV、100 MeV、500 MeV以上の光中性子が

起こす「弾性衝突+スター密度」分布、図 6.4-18は、しきい値エネルギー500 MeV

以上の制動放射光子が起こす「スター密度」分布である。図 6.4-13~6.4-15は 8 

GeV電子を Cuターゲットに照射したときに発生する光中性子が起こす「弾性衝

突+スター密度」分布、図 6.4-16は Taターゲットのときの「弾性衝突+スター密

度」分布を示す。光中性子のしきい値エネルギーが 20 MeV以下では、「弾性衝

突+スター密度」分布は、ほぼ等しいので、相互作用の発生は主に 20 MeVより
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大きいエネルギーの光中性子により生じている。図 6.4-14~6.4-16に示すように、

光中性子のしきい値エネルギーが 100 MeVの「弾性衝突+スター密度」分布は、

Cuターゲットと Taターゲットで大きく異なる。表 6.4-1に異なる照射電子エネ

ルギーにおける「弾性衝突+スター密度」の光中性子のしきい値エネルギーによ

る変化を示す。Cuターゲットのときの「弾性衝突+スター密度」は Taターゲッ

トのときの約 2.5倍以上ある。図 6.4-17、6.4-18に光中性子と制動放射光子によ

る、しきい値エネルギーが 500 MeVの「弾性衝突+スター密度」を示す。 

 
(e) 残留核密度  

  電子線照射により生じた磁石中心での残留核密度と照射電子線エネルギーの

関係を表 6.4-2 に示す。表に示す残留核 7Li、55Fe、54Mn、56Mn、53Cr、147Nd は

それぞれ主に下記の反応で生じている。10B(n,α)7Li、56Fe(γ,n)55Fe、54Fe(n,γ)55Fe、
56Fe(γ,np)54Mn、54Fe(n,p)54Mn、56Fe(n,p)56Mn、56Fe(n,α)53Cr、148Nd(γ,n)147Nd、
146Nd(n,γ)147Nd。7Liと 147Ndは 8 GeV電子線を Taターゲットに照射したとき最

も大きい。鉄の反応（55Fe、54Mn、56Mn、53Cr）については 55Feがどのエネルギ

ーでも最も大きく、8 GeV電子線を Taターゲットに照射したときが最も大きい。 
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表 6.4-1  磁石中心における「弾性衝突+スター密度」計算結果。  
 
 

  (cm-3/primary electron) 

Threshold energy (MeV)  Electron 

energy 

(GeV) 

Block 

material 10 100 500 

copper 5.6x10-4 1.9x10-4 1.0x10-5 

tantalum 1.8x10-4 5.1x10-5 2.1x10-6 

8 

without 

block 

8.4x10-5 2.2x10-5 3.4x10-8 

6 copper 4.8x10-4 1.3x10-4 8.9x10-6 

4 copper 3.4x10-4 8.4x10-5 4.4x10-6 

2 copper 1.2x10-4 2.7x10-5 1.6x10-6 

 

 

 

表 6.4-2  電子線照射による磁石中心における残留核密度。  
 

 

Residual nuclei (cm-3/primary electron) Electron 

energy 

(GeV) 

Target 

Materi

al 

7Li 55Fe 54Mn 56Mn 53Cr 147Nd 

2 Cu 1.8E-5 5.2E-3 3.3E-4 9.2E-6 2.3E-5 1.4E-4 

4 Cu 3.5E-5 9.8E-3 6.4E-4 1.9E-5 4.3E-5 2.7E-4 

6 Cu 4.6E-5 1.3E-2 8.4E-4 2.5E-5 5.8E-5 3.4E-4 

8 Cu 5.5E-5 1.5E-2 1.0E-3 3.2E-5 7.1E-5 4.0E-4 

8 Ta 8.5E-5 1.6E-2 6.9E-4 1.9E-5 2.6E-5 5.0E-4 
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6.4.5 考察  
照射電子数の異なる磁場変化分布を規格化すると、どちらもほぼ同じガウス

分布になることを図 6.4-2に示した。このことは、放射線減磁が同じ分布形状比

で進むことを意味する。磁場計算によると、減磁した領域が小さく、照射点で

ある磁石中心に位置しているとき、最大磁場変化の値にかかわらず規格化した

分布形状が同じとなる[47]。また、図 6.4-3 に最大磁場変化量が同じであれば、

照射電子エネルギーが異なる場合でも磁場変化の分布がほぼ同じ形状であるこ

とを示した。これらのことより、大部分の放射線減磁は照射軸近くの小さな領

域で起きている。Sasaki らも放射光施設 APS (Advanced Photon Source)で放射線

により損傷を受けた挿入光源の磁石を試験・解析し、磁気的損傷は電子線照射

部に近い小さな領域で起きていると同様の結論に達している[2]。吸収線量の計

算では、図 6.4-6~6.4-8に示すように、高エネルギー電子照射によるエネルギー

のほとんどは磁石中心に付与される。微小領域エネルギー放出放射線減磁機構

に関係する「弾性衝突+スター密度」も図 6.4-13~6.4-18 に示すように、同様に

磁石中心で起きている。これらの計算結果は放射線減磁実験において、放射線

減磁が磁石中心で起こることと一致する。 

吸収線量は物質の単位質量当たりに電離性放射線から物質に付与されるエネ

ルギーであるが、簡便な計測器が種々あることから、アンジュレータ磁石の放

射線減磁の危険性を議論する場合の根拠として使用されることがある。ここで、

その妥当性を検証する。磁石の照射軸上における吸収線量の照射電子エネルギ

ー依存性計算結果と放射線減磁実験結果を合わせて図 6.4-19 に示す。また、傾

向を比較するために吸収線量と放射線減磁を重ね合わせたグラフを図 6.4-20 に

示す。Cuターゲットのときの磁石の吸収線量は照射軸上で入射表面、磁石中心

部、出射表面ともほぼ等しい。8 GeV電子照射において、Taターゲットのとき

の磁石入射表面の吸収線量は、Cu ターゲットのときの吸収線量とほぼ等しい。

しかし、実験結果は Ta ターゲットのときは Cu ターゲットのときの 1/3 程度の

減磁しか起きていない。すなわち、照射電子エネルギーに依存した吸収線量曲

線は放射線減磁実験結果と傾向が異なる。このことは安定化熱処理し、5.2節で

示したように「広域エネルギー吸収放射線減磁機構」の影響が低下した磁石で

は、放射線減磁の原因が単なるエネルギーの付与量だけに限らないということ

を示唆しており、吸収線量を放射線減磁挙動の指標とすると合致しない場合が

起こることを示している。これは吸収線量が放射線粒子の種類やエネルギーの



 

  101 

情報を含んでいないことが理由の一つである。これは、吸収線量がほぼ同じ照

射でもγ線と電子線で放射線減磁が異なることを示した Okuda らの実験結果と

も一致する[7]。 

次に中性子のエネルギーと放射線減磁の関係について議論する。図 6.4-11、

6.4-12  に示すように、Taターゲットの場合は Cuターゲットに比べ、磁石中心

で低エネルギーが多く、高エネルギーが少ない。磁石の端では両者に高エネル

ギーでの差がない。中性子エネルギーが 1 MeV のとき、2 GeV電子を Cuター

ゲットに照射したときの磁石中心と 8 GeV電子を Taターゲットに照射した場合

の磁石の端における中性子衝突フルエンスがほぼ等しく、MeV 領域以下のエネ

ルギーのものついては、8 GeV電子を Taターゲットに照射した場合の磁石の端

が多い。しかし実験では図 6.4-4に示すように、2 GeV電子線を Cuターゲット

に照射した場合に磁石中心で放射線減磁が観察されるときとほぼ同じ照射電子

数で、8 GeV電子線を Taターゲットに照射したときの磁石の端では放射線減磁

がほとんど観察されない。図中の矢印は 1 MeVの中性子衝突フルエンスが同程

度の場所を示す。このことはMeV領域以下の中性子は放射線減磁を起こしにく

いということを示している。Fe、B、Nd などの中性子捕獲断面積は、これとは

逆に低エネルギーで大きいことより、放射線減磁は中性子捕獲反応の影響が少

ないということを示唆している。このことは熱中性子が放射線減磁を起こさな

いという Aldermanらの実験結果[9]とも一致している。高エネルギーの中性子に

ついては、磁石中心におけるフルエンスは磁石の端と比較すると 10倍以上大き

い。このことは高エネルギー中性子が放射線減磁に大きな影響を与えるという

実験結果[21]と一致する。 

高エネルギー中性子による微小領域におけるエネルギーの受け渡しを微小領

域エネルギー放出放射線減磁機構では仮定している。エネルギーT0 の中性子が

弾性衝突によりエネルギーを質量数 A の原子に受け渡したとすると、その最大

エネルギーTAは 

 

€ 

TA =
4AT0
1+ A( )2

 , （6.2） 

 

となる。中性子のエネルギーが 500 MeVのとき、各原子に受け渡される最大エ

ネルギーは表 6.4-2のようになる。静止していた原子がはじき出されるのに必要
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な、はじき出しエネルギーは~40 eV程度であり無視できるので、熱スパイクを

起こすのに十分なエネルギーの受け渡しがあると考えられる。例えば Stuchbery

らは、~7.5 MeVの 191Ir、193Ir、198Ptを Feに照射し熱スパイクの寿命測定実験

を行っている[36]。また中性子のエネルギーが 10 MeVを越えると原子核から多

粒子が放出される蒸発反応などの複雑な反応が起き、微小領域で核変化や高温

の発生により磁気的性質が変化する。このとき、磁気の消失などにより生じた

反転核の周囲の条件によっては放射線減磁が起こると考えられる。「弾性衝突+

スター（非弾性衝突）密度」は、微小領域エネルギー放出放射線減磁機構に類

似した相互作用の密度を表す。図 6.4-21に 20 MeV、100 MeV、500 MeVの光中

性子が起こす「弾性衝突+スター密度」の計算結果と放射線減磁実験結果を合わ

せて示す。計算結果は傾向が比較しやすいように、4 GeV電子線を照射した Cu

ターゲットのときの実験結果の値で規格化してある。光中性子による「弾性衝

突+スター密度」は、Cu ターゲット、Ta ターゲットとも実験結果と強い相関が

あり、放射線減磁の予測指標として用いることができることを示している。 

高エネルギーの光子は、原子核に吸収され、その原子核から中性子や陽子が

放出される光核反応により、原子核に核変化を起こす。制動放射光子によるス

ター密度を図 6.4-22に示す。Cuターゲットのときには相関がみられるが、Taタ

ーゲットにおける実験結果と計算結果は 6 倍以上の開きがある。制動放射光子

によるスター密度は主に核変化を表すが、放射線減磁への影響は中性子よりは

小さいことがわかる。 

残留核密度は、7Liと 147Ndについては 8 GeV電子線を Taターゲットに照射

したとき最も大きい。鉄の反応（55Fe、54Mn、56Mn、53Cr）については 55Feがど

のエネルギーでも最も大きく、特に 8 GeV電子線を Taターゲットに照射したと

きが最も大きいことより、放射線減磁実験結果と異なる。このことより、核変

化の放射線減磁への影響は主な要因ではないと言える。 

微小領域エネルギー放出放射線減磁機構で述べたように、放射線減磁が起こ

るには十分な大きさの磁化反転領域の発生が必要であり、単に原子や結晶構造

の変化による磁化反転を伴わない磁気消失領域が存在するだけでは放射線減磁

は起こらない。これは、無限大の磁気消失領域に接している磁石表面でも磁化

が安定していることからもわかる。すなわち、放射線減磁が起こるためには、

放射線により磁気的性質が変化することで起こる磁石スピンの不安定領域が、

磁化反転を起こすだけの不安定さを持たないといけない。また、磁化反転した
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領域が磁化反転核を発生させるのに十分なだけの大きさを持ち、なおかつ、磁

化反転磁壁が広がることができるように磁化反転核周囲の磁気異方性が低下し

ていなければならない。原子のはじき出しやこれにともなう熱の発生による影

響範囲は、核変化に比較して大きいため光中性子による「弾性衝突+スター密度」

のほうが光子のスター密度よりも、傾向が合致するのだと考えられる。 

これらのことより、安定化熱処理した Nd2Fe14B磁石の放射線減磁は、吸収線

量や制動放射光子による影響は小さいが、光中性子による「弾性衝突+スター密

度」と関係しており、微小領域エネルギー放出放射線減磁機構に相当する「弾

性衝突+スター密度」が放射線減磁の予測指標として利用できると言える。 
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表 6.4-2  中性子エネルギーが 500 MeVのときに弾性衝突により
原子に受け渡される最大エネルギー(TA)。 

 

原子 質量数 TA（MeV） TA（MeV/u） 

B 10.81 155 14 

Fe 55.84 35 0.6 

Co 58.93 33 0.56 

Nd 144.2 13.5 0.09 

Sm 150.4 13 0.086 
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図 6.4-2  8GeV電子線照射にけるビーム軸に直角方向の磁場変化プロ
ファイル。   

(a) 磁場変化は照射電子数とともに増加する。 

(b) 最大磁場変化値で規格化するとプロファイルは同じになる。 
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図 6.4-3  電子線照射により 2％放射線減磁したときの 4GeV と
8GeVの磁場変化プロファイル。  
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図 6.4-4  照射軸を横切る方向の磁場変化プロファイル。 
銅ターゲットに 2 GeV 電子線を照射した場合とタンタルター
ゲットに 8 GeV電子線を照射した場合の比較。矢印は 1 MeV
の中性子衝突フルエンスがほぼ等しい場所を示す。 
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図 6.4-5  8 GeV電子が銅ターゲットに照射されたとき
の発生放射線分布。  
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図 6.4-6  吸収線量分布（8 GeV Cuターゲット）。  
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図 6.4-7 吸収線量分布（8 GeV Taターゲット）。  
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図 6.4-8  吸収線量分布（2 GeV Cuターゲット、PALでの実験
の配置）。  
Cuブロックと磁石の間に空間があり、磁石の後ろにはグラファイ
トブロックがない。 
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図 6.4-9  各照射電子エネルギーにおける照射軸上の吸収線量分布（Cu
ターゲット）。  
点線は PALの実験条件のときである。 
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図 6.4-10  各照射電子エネルギーにおける照射軸上の吸収線量分布
（Taターゲット）。  
airはターゲットのないときの条件である。 
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図 6.4-11  各照射電子エネルギーにおける照射軸上の中性子
衝突フルエンスと中性子エネルギー。  
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図 6.4-12  各照射電子エネルギーにおける磁石の端の中性子
衝突フルエンスと中性子エネルギー。  
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図 6.4-13  8 GeV 電子により発生した光中性子による「弾性衝突+
スター密度」分布（Cuターゲット、光中性子しきい値エネルギー  20 
MeV）。  
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図 6.4-14  8 GeV電子により発生した光中性子による「弾性衝突
+スター密度」分布（Cu ターゲット、光中性子しきい値エネル
ギー  100 MeV）。  
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図 6.4-15  8 GeV電子により発生した光中性子による「弾性衝
突+スター密度」分布断面図（Cu ターゲット、光中性子しき
い値エネルギー  100 MeV）。  
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図 6.4-16  8 GeV電子により発生した光中性子による「弾性衝
突+スター密度」分布（Ta ターゲット、光中性子しきい値エ
ネルギー  100 MeV）。  
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図 6.4-17  8 GeV電子により発生した光中性子による「弾性衝
突+スター密度」分布（Cu ターゲット、光中性子しきい値エ
ネルギー  500 MeV）。  
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図 6.4-18  8 GeV電子により発生した制動放射光子による「弾
性衝突+スター密度」分布（Ta ターゲット、制動放射光子し
きい値エネルギー  500 MeV）。  
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図 6.4-19  磁石中心の吸収線量と放射線減磁実験結果。  
■、●、◆はそれぞれ Cuターゲットのときの、磁石表面（入射側）、
磁石中心、出射側の吸収線量を示す。 
□ 、◯、◇はそれぞれ Taターゲットのときの、磁石表面（入射側）、
磁石中心、出射側の吸収線量を示す。 

×印のある□、◯、◇はそれぞれターゲットがないときの、磁石

表面（入射側）、磁石中心、出射側の吸収線量を示す。 
◎ は Cuターゲットのときの放射線減磁実験結果。 
◎ の内円黒は、Taターゲットのときの放射線減磁実験結果を示す。 
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図 6.4-20  磁石中心の吸収線量と放射線減磁実験結果の傾向
の比較。  
傾向を比較するため吸収線量と放射線減磁を重ね合わせた。 
■、●、◆はそれぞれ Cuターゲットのときの、磁石表面（入射側）、
磁石中心、出射側の吸収線量を示す。 
□ 、◯、◇はそれぞれ Taターゲットのときの、磁石表面（入射側）、
磁石中心、出射側の吸収線量を示す。 

×印のある□、◯、◇はそれぞれターゲットがないときの、磁石

表面（入射側）、磁石中心、出射側の吸収線量を示す。 
◎ は Cuターゲットのときの放射線減磁実験結果。 
◎ の内円黒は、Taターゲットのときの放射線減磁実験結果を示す。 
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図 6.4-21  光中性子による照射軸上の「弾性衝突+スター密度」
と放射線減磁の比較。  
「弾性衝突+スター密度」の計算結果は 4 GeV の実験結果の値に
規格化してある。 
△、□、◇は Cu ターゲットのときの「弾性衝突+スター密度」計
算結果で、それぞれ、しきい値エネルギー 500 MeV、100 MeV、
20 MeVを表す。 
▲、■、◆は Ta ターゲットのときの「弾性衝突+スター密度」計
算結果で、それぞれ、しきい値エネルギー 500 MeV、100 MeV、
20 MeVを表す。 
◎ は Cuターゲットのときの放射線減磁実験結果。 
◎ の内円黒は、Taターゲットのときの放射線減磁実験結果を示す。 
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図 6.4-22  制動放射光子による照射軸上の「スター密度」と放
射線減磁の比較。  
「スター密度」の計算結果は 4 GeV の実験結果の値に規格化して
ある。 
▽、△、□、◇は Cuターゲットのときの「スター密度」計算結果
で、それぞれ、しきい値エネルギー1 GeV、 500 MeV、100 MeV、
20 MeVを表す。 
▼、▲、■、◆は Taターゲットのときの「スター密度」計算結果
で、それぞれ、しきい値エネルギー1 GeV、 500 MeV、100 MeV、
20 MeVを表す。 
◎ は Cuターゲットのときの放射線減磁実験結果。 
◎ の内円黒は、Taターゲットのときの放射線減磁実験結果を示す。 
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6.5  本章のまとめ  
  微小領域エネルギー放出放射線減磁機構は以下の過程で起こる。 

(1) 高エネルギー中性子が磁石の原子と弾性的・非弾性的相互作用を起こし、

極微小領域に高エネルギーを放出する。 

(2) 極微小領域での瞬間的なエネルギー放出が熱スパイク的な高温の発生や

核変化を起こし、エネルギーが放出された微小領域を中心とした磁気的

変化により磁化反転が起こり、この領域が十分大きければ磁化反転核が

生成される。 

(3) 磁化反転核は保磁力（磁気異方性）の小さな粒界でも、保磁力の大きな粒

内でも同じように起こる。 

(4) 磁化反転核周囲の保磁力が十分大きな場合は、反転磁壁が広がらず磁化反

転が進まない場合も起こりうる。 

  新しいモデルでは、放射線減磁は広域エネルギー吸収放射線減磁機構と微小

領域エネルギー放出放射線減磁機構の二つの機構が複合して起こるとした。本

章では、広域エネルギー吸収放射線減磁機構の熱ゆらぎに類似したスピンの乱

れによる放射線減磁が起こりにくい条件下で起こる微小領域エネルギー放出放

射線減磁機構による放射線減磁を議論した。 

 

6.2節では、Nd2Fe14B磁石と同じ希土類で耐熱磁石である SmCo5磁石、Sm2Co17

磁石を用いて微小領域エネルギー放出放射線減磁機構を議論した。SmCo5磁石、

Sm2Co17磁石は、Nd2Fe14Bに比べ熱的に安定しており、保磁力の温度依存性が小

さく、キュリー温度も高いため、Nd2Fe14B 磁石が熱減磁する温度においても熱

減磁を起こさない場合がある。このため、広域エネルギー吸収放射線減磁機構

だけが放射線減磁の原因だとすると、Nd2Fe14B 磁石が放射線減磁をほとんど起

こさない照射条件で SmCo5 磁石、Sm2Co17 磁石の放射線減磁が観察されること

の説明ができない。これら耐熱磁石に熱減磁が起きるためには、熱減磁開始温

度 520 K以上の温度発生が必要であるが、本実験の推定発生温度は 440 K程度

であり、この温度で熱減磁が起こることの説明ができない。しかし、微小領域

エネルギー放出放射線減磁機構の考え方を用いれば、磁化反転核の発生は、磁

石の熱減磁開始温度や保磁力に無関係に起きるため、熱減磁開始温度の高い耐

熱磁石 SmCo5、Sm2Co17についても磁化反転核が発生し放射線減磁が起こること

の説明ができることを示した。また、磁壁移動の障壁の有無で放射線減磁の起
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こり方が異なることより、放射線減磁挙動が核発生の起こりにくさのみで決ま

るのではなく、核発生後の磁壁の侵入・移動の起こりにくさに大きな影響を受

けていることを示した。 

6.3節では、広域エネルギー吸収放射線減磁機構で説明した熱ゆらぎに類似し

たスピンの乱れの影響が低下する低温下での放射線減磁を議論した。磁石温度

を低下させれば熱ゆらぎの影響が低下するため、放射線減磁も小さくなり、熱

ゆらぎで生じる最大温度が磁石の熱減磁開始温度より低い場合には、放射線減

磁は観察されなくなると考えられるが、低温下でも放射線減磁が起こり続けて

いる。この現象について、微小領域エネルギー放出放射線減磁機構を用いて議

論した。 

90 Kでの Pr2Fe14B磁石への照射による熱ゆらぎで生じる温度は 270 K程度で

室温より低く、放射線減磁に与える熱ゆらぎの影響は大きく低下し、保磁力も

5000 kA/mを超え極めて大きい。このような条件下でも放射線減磁が観察される。

広域エネルギー吸収放射線減磁機構と関係する熱ゆらぎ的なスピンの乱れだけ

では説明できない条件下での放射線減磁は、磁化反転核の発生が、磁石の熱減

磁開始温度や保磁力に無関係に起き、低温においても磁化反転核が発生し放射

線減磁が起こりうる微小領域エネルギー放出放射線減磁機構を用いれば説明で

きる。Kähkönenらの熱スパイクモデルでは、磁化反転核が生成すれば粒全体の

磁化反転が起きてしまうため保磁力依存性が起こさず、Makita らの「熱減磁モ

デル」もこのような低温では成立しない。この問題を解決するために、微小領

域エネルギー放出減磁機構では、「高エネルギー放射線による磁化反転核の発生

は、磁石の熱減磁開始温度や保磁力に無関係に起きるが、磁化反転核周囲の保

磁力が十分大きな場合は、反転磁壁が広がらず磁化反転が進まない場合も起こ

りうる。」と仮定し、低温における磁化反転核の発生も、保磁力依存性も同時に

説明することが可能であることを示した。また、低温下での拡散による欠陥移

動の不活性化については影響が見られないことを示した。 

本論文で示した低温での耐放射線減磁の向上は、Haraらが提唱した[52] クラ

イオアンジュレータのコンセプトに生かされている。これは、真空封止型永久

磁石挿入光源技術と、低温での磁石の性質を利用し、磁場と保磁力の性能を飛

躍的に向上させるという考えである。本研究において照射後の室温で磁場変化

が起きないことも示され、クライオアンジュレータのメンテナンス等が安定し

て室温で実施できることが担保されたため、実機開発に向けて日本、アメリカ、
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フランスで超電導アンジュレータに代わる実用的なアンジュレータとして研究

が進められている。 

6.4節では、微小領域エネルギー放出放射線減磁機構の影響をより大きく受け

る安定化熱処理した磁石を用いた放射線減磁挙動実験とモンテカルロ粒子輸送

計算コード FLUKA[5, 6]を用いた放射線挙動計算により放射線減磁に影響を及

ぼす放射線粒子について議論した。高エネルギー電子照射によるエネルギーの

ほとんどは磁石中心に付与されることを実験とシミュレーションにより示した。

また、吸収線量の照射電子エネルギー依存と放射線減磁実験結果が適合しない

ことから放射線減磁の原因は吸収線量だけに限らず、吸収線量は放射線減磁の

予測指標としては適していないということを示した。中性子衝突フルエンスの

計算結果と実験を比較し、MeV領域以下の中性子が放射線減磁を起こしにくく、

高エネルギー中性子が放射線減磁に大きな影響を与えることを示した。高エネ

ルギー光中性子が起こす弾性・非弾性衝突による「弾性衝突+スター密度」の計

算結果と放射線減磁実験結果より、安定化熱処理した Nd2Fe14B磁石の放射線減

磁は、微小領域エネルギー放出放射線減磁機構と関係した高エネルギー光中性

子による相互作用発生と強く関係しており、「弾性衝突+スター密度」計算が放

射線減磁の予測指標として用いることができることを示した。また、制動放射

光子による核変化の影響は小さいことを示した。 
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第 7章  まとめ  
本章では、本論文を総括し、残された課題についてまとめる。 

  まず、本研究の背景、位置づけ、意義、目的について述べる。放射線による

永久磁石の放射線減磁（磁場劣化）は、放射光施設や X 線自由電子レーザーで

使用される挿入光源の永久磁石列の精密に調整された磁場を劣化させ、放射光

の性能劣化、ビーム軌道への影響、レーザー発振の劣化など深刻な問題を引き

起こすため、放射光施設の性能向上をはばむ技術的な壁となっており、早急に

何としても、解決の糸口を見つけ、突破口を開かねばならない問題である。し

かし、放射線減磁の研究は未だ十分ではない。放射線減磁のメカニズムを十分

に説明するモデルはまだ構築されておらず、放射光施設のアンジュレータ用永

久磁石で問題となる GeVクラスの高エネルギー電子線を用いた研究も行われて

いない。このため放射線減磁の防御方法を検討するための基本的なデータも存

在せず、どのように防御するかという考え方も定かではない。本研究の目的は

放射光挿入光源装置用永久磁石にとって極めて重要であったにもかかわらず今

まで研究の行われていなかった GeVクラスの高エネルギー電子線照射によって、

放射光挿入光源用永久磁石が各種条件下でどのような放射線減磁を起こすかを

新たに提案する放射線減磁モデルに基づき明らかにすること、また、放射線挙

動シミュレーションを用い発生する放射線と放射線減磁の因果関係を明らかに

すること、これらを通じて放射線減磁のメカニズムを探求し、有効な放射線防

御対策の見通しを得ること、と位置づけた。 

  本研究ではこれまでの放射線減磁モデルの問題点を検討し、新しい放射線減

磁モデルを提案した。本モデルでは放射線からのエネルギー移動の違いにより、

放射線減磁は「広域エネルギー吸収放射線減磁機構」と「微小領域エネルギー

放出放射線減磁機構」の二つの機構が混在して起こるとした。また、磁化反転

の起こり方を (1) 磁化反転核発生および (2) 反転磁区磁壁の粒内への侵入・拡

大の二段階に分けて説明した。広域エネルギー吸収放射線減磁機構は以下の過

程で起こる。(1) 電子、γ線により磁石原子の電子系にエネルギーが付与される

ことによる電離・励起これに伴う磁石の温度上昇などが起こり、広い範囲で磁

石スピンが乱れ、結晶粒全体の磁化や保磁力が低下する。(2) 磁気異方性の小さ

な粒界や欠陥で磁化反転核が発生し、反転領域が広がる。 この磁石スピンの乱

れによる一連の減磁現象は、熱エネルギーでスピンが乱れ減磁が起こる熱減磁
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に似ている。一方、微小領域エネルギー放出放射線減磁機構は以下の過程で起

こる。(1) 高エネルギー中性子が磁石の原子と弾性的・非弾性的相互作用を起こ

し、極微小領域に高エネルギーを放出する。(2) 極微小領域での瞬間的なエネル

ギー放出が熱スパイク的な高温の発生や核変化を起こし、エネルギーが放出さ

れた微小領域を中心とした磁気的変化により磁化反転が起こり、この領域が十

分大きければ磁化反転核が生成される。(3) 磁化反転核は保磁力の小さな粒界で

も、保磁力の大きな粒内でも同じように起こる。(4) 磁化反転核周囲の保磁力が

十分大きな場合は、反転磁壁が広がらず磁化反転が進まない場合も起こりうる。

これら二つの機構は高エネルギー電子線照射下では同時に複合して起こるが、

放射線を受ける磁石の性質により強く影響を受ける機構が異なる。保磁力が大

きな磁石や熱減磁開始温度が高い磁石では、広域エネルギー吸収放射線減磁機

構の影響が小さく、微小領域エネルギー放出放射線減磁機構の影響が大きくな

る。一方、保磁力が小さな磁石や熱減磁開始温度が低い磁石では両方の機構の

影響を同時に受ける。 

広域エネルギー吸収放射線減磁機構による減磁現象は、熱エネルギーでスピ

ンが乱れ減磁が起こる熱減磁に類似していることより、放射線減磁と熱減磁的

な現象の関係を調べることで、広域エネルギー吸収放射線減磁機構の確認を行

った。(1) 熱ゆらぎが原因の減磁を低減させる工業的手法である「安定化処理」

が、放射線減磁に対しても低減効果があることを熱減磁と逆磁場印可の二種類

の異なる「安定化処理」の手法を用い確認した。また、スピンの乱れを起こす

熱ゆらぎが起きている温度を 410-470 K付近と推定した。(2) パーミアンス係数

と熱減磁の関係から放射線によるスピンの乱れに相当する熱ゆらぎが起きてい

る温度を 410~450 K程度と推定した。(3) 熱減磁開始温度の異なる Nd2Fe14B磁

石について放射線減磁の起こり方を比較することにより熱ゆらぎが起きている

温度を 440 K 付近と推定した。このように、これら別方法で求めた熱ゆらぎが

起きている温度はよい一致を示し、放射線減磁の原因の一つとして広域エネル

ギー吸収放射線減磁機構が関係していることが確認された。しかし、広域エネ

ルギー吸収放射線減磁機構が起こりにくい条件下においても放射線減磁が起こ

る場合がある。(1) 耐熱磁石における放射線減磁、(2) 低温下における放射線減

磁、(3) 安定化熱処理した磁石における放射線減磁について実験を行い、微小領

域エネルギー放出放射線減磁機構を用いてこれらの現象を説明した。また、モ

ンテカルロ粒子輸送計算コード FLUKAを用いて放射線挙動を計算し、安定化熱
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処理した Nd2Fe14B磁石の放射線減磁は、高エネルギー光中性子による相互作用

発生と関係しており、「弾性衝突+スター密度」の計算が放射線減磁の予測指標

として用いることができることを示した。 

本研究の成果のいくつかは、すでに実際の挿入光源用永久磁石に生かされて

いる。SPring-8の挿入光源において、永久磁石に熱安定化処理を行い熱ゆらぎに

よる放射線減磁を低減することが行われている。SLS（スイスの放射光施設）で

は、保磁力の高い永久磁石に熱安定化処理を行い熱ゆらぎによる放射線減磁を

低減することが行われている。また、日本、アメリカ、フランスで開発中の次

期アンジュレータと期待されるクライオアンジュレータの構想に、低温下で永

久磁石の耐放射線性が向上する特質が取り入れられている。 

次に今後の課題を示す。本研究においては、微小領域における磁気的変化、

あるいは、熱スパイクの痕跡を直接的な手段で観察、確認するところまで至ら

なかった。観察方法の開発を含め、今後の検討課題として残っている。また、

放射線挙動シミュレーションと磁化反転の分子動力学シミュレーションを結び

つけ、放射線の動的なシミュレーションを行い耐放射線性の高い磁石設計に応

用することなども今後の課題としてあげられる。 

本研究の目的は、今まで研究の行われていなかった GeVクラスの高エネルギ

ー電子線照射によって、放射光挿入光源用永久磁石が、各種条件下でどのよう

な放射線減磁を起こすかを、新たに提案する放射線減磁モデルに基づき明らか

にすること、また、放射線挙動シミュレーションを用い、発生する放射線と放

射線減磁の因果関係を明らかにすることにより、放射線減磁のメカニズムを探

求し、有効な放射線防御対策の見通しを得ることであった。 

これに対し、本研究では、「広域エネルギー吸収放射線減磁機構」と「微小領

域エネルギー放出放射線減磁機構」の二つの機構が複合的に働く新しい放射線

減磁モデルを提案した。そして、今まで存在していなかった GeVクラスの高エ

ネルギー電子線照射で起こる種々の放射線減磁現象のデータを取得し、二つの

機構それぞれの特徴を示す現象が実験で観察されることを示した。また、FLUKA

の放射線挙動シミュレーションにより高エネルギー中性子による弾性・非弾性

衝突による「弾性衝突+スター密度」が放射線減磁挙動に強い関係があることを

示し、放射線減磁の予測指標として用いることができることを示すことができ

た。これらのことより、耐放射線性を向上させる磁石の安定化熱処理や低温環

境の実現、効果的な遮蔽材の設計がスター密度を計算することで可能となるな
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ど有効な放射線減磁防御対策の見通しを得ることができ、本研究の当初の目的

は、ほぼ達成されたと言える。 
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補足説明 

放射線減磁に関する研究一覧  

 
  永久磁石の放射線減磁に関する研究を放射線の種別で分類した一覧を表に示

す。また、主たる論文に関して概説する。 

 

 

表  放射線減磁に関する論文リスト 

 Nd2Fe14B Sm2Co17 or SmCo5 

γ [7-12, 25] [7, 8, 10-12, 25] 

proton [13-20]  [17, 20, 26] 

thermal neutron [9]  

fast neutron [9, 21-23] [24] 

electron 

(bremsstrahlung) 

[3, 7, 10, 25, 41, 45-47, 49-51, 

54] 

[3, 7, 10, 25, 45, 49] 
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1  γ線  
 

Boockman らは、(Nd,Dy)15Fe77B8、SmCo5、Sm2Co17焼結磁石に対して
60Co から

のγ線照射実験を行った。サンプルサイズは、φ10-12×3-3.5 mm3である。50Mrad

の照射に対して 磁化（JR）、保磁力とも大きな変化は、なかった[8]。 

 

Lunaらは、60Coからのγ線照射実験を行った。サンプルサイズは、φ12×8 mm3

である。磁場変化は照射前後でホール素子ガウスメータにより計測した。

Nd2Fe14B 磁石に対して最大 69Mrad、また、Sm2Co17に対して最大 1.4Grad まで

照射されたが残留磁束密度の消失は見られなかった[25]。 

 

Okuda らは、Nd2Fe14B 磁石、Sm2Co17磁石に対して
60Co からのγ線照射実験を

行った。サンプルサイズは、φ10×2 mm3である。磁束変化は、200回巻き空芯

コイルで計測した。照射量 280Mradで、Nd2Fe14B磁石の磁束変化は、0.5％以下

であった[7]。 

 

Aldermanらは、Nd-Fe-B磁石に対して 60Coからのγ線照射実験を行った。サン

プルサイズは、50×47.5×7 mm3で表面はニッケルコーティングしてある。磁束

変化は、8インチのヘルムホルツコイルで計測した。700Mradの照射で誤差内で

ある 0.2％以上の変化は見られなかった[9]。 

 

Kawakubo らは、Nd2Fe14B 磁石に対して 60Co からのγ線照射実験を行った。2

個の磁石の間に、アクリルの両側に鉄板を付けたスペーサを挟みこんだサンプ

ルを作成し、アクリル板中心に開けた穴にホール素子を挿入して磁場を計測し

た。1250Mrad以上の照射で変化は見られなかった[21]。 

 

2  放射光  

 

Aldermanらは、Nd-Fe-B磁石に対して APS (Advanced Photon Source) のビームラ

インを使用して、ベンディングマグネットからの放射光照射実験を行った。サ

ンプルサイズは、50×47.5×7 mm3で表面はニッケルコーティングしてある。磁

束変化は、8 インチのヘルムホルツコイルで計測した。ピークエネルギー
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40-50keV、最大 280Mradの照射で誤差内である 0.2％以上の変化は見られなかっ

た[9]。 

 

 

3  中性子  
 

Costらは、Los Alamos の Omega West reactorで Nd-Fe-B磁石に対し、中性子照

射を行った。サンプルサイズは、2×2×7 mm3である。磁束密度は、500回巻き

コイルで計測した。また、ヒステリシスループを vibrating magnetometerで計測

した。153℃で速中性子フルエンス 5.0×1016n/cm2、77℃で 6.1×1016n/cm2の照射

を行い、153℃における減磁が大きいことを示した。照射初期に大きな減磁が起

こり、1015n/cm2で 77℃は 5％、153℃は 10％であった。また、製造メーカによ

る減磁量の差は、あまりなかった。照射後、再着磁すると磁束密度は元に戻り、

保磁力は 20％増加した[22]。 

 

更に、SmCo5磁石、Sm2Co17磁石に対して中性子照射を行った。サンプルサイズ

は、φ6.3×0.75 mm3である。速中性子フルエンスは、最大 1×1015 n/cm2である。

磁束密度をピックアップコイルとホール素子で計測した。5.5kOe の逆磁場中で

75K、198K、281Kの温度で照射を行った。放射線減磁の温度依存性は大きくは

ないが、281Kより 75Kの方が減磁は大きかった。75Kで逆磁場のある方が、逆

磁場がない場合より減磁は大きかった。製造メーカにより減磁量に差が見られ

た[24]。 

 

Brownと Costは、5社の Nd-Fe-B磁石について中性子照射を行った。サンプル

は 1 辺 1.9mm 以下の角柱で、サンプルの長さと径の比（L/D）を変えて製作し

た。77℃で速中性子フルエンス 4×1012n/cm2 の照射を行った。異なる製造業社

の磁石は、異なる放射線減磁割合となることを示した。また、磁石成分の Ndを

Dy または Tb で置換し、保磁力を大きくすることにより耐放射線減磁を向上さ

せることができることを示した。L/D比の大きい磁石ほど耐放射線性があること

を示した。磁石 9 個を列に並べて照射すると、中央に比べ両端が最も減磁し、

位置の依存性を示した[23]。 
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Aldermanらは、Oak Ridge National Laboratoryにおいて 1-2MeVの速中性子照射

を Nd-Fe-Bサンプルに対し行った。サンプルサイズは、50×47.5×7 mm3で表面

はニッケルコーティングしてある。磁束変化は、8インチのヘルムホルツコイル

で計測した。25℃で速中性子フルエンス 1.61×1014n/cm2の照射を行い 10％以上

の残留磁束密度の変化があった。 

 

また、熱中性子に対して同様の実験を行ったが、フルエンス 3×1012n/cm2 の照

射で有意な変化は見られなかった[9]。 

 

Kawakuboらは、JAERI-Tokaiの FNS(Fast Neutron Source)において 14MeVの中性

子照射を保磁力の異なる Nd2Fe14B 磁石に行った。2 個の磁石の間に、アクリル

の両側に鉄板を付けたスペーサを挟みこんだサンプルを作成し、アクリル板中

心に開けた穴にホール素子を挿入して磁場を計測した。フルエンス 3.65×

1013n/cm2の照射を行い最大 36％の磁場変化があった[21]。 

 

 

4  プロトン  
 

 Blackmoreらは、TRIUMFのサイクロトロンを用いて 500MeVのプロトン照射

を行った。サンプルは、Sm2Co17、SmCo5、(SmPr)Co5、Nd-Fe-B が用いられた。

サンプルサイズは、12.5×12.5×25 mm3、NdFeBについては、12.5×12.5×0.5 mm3

である。磁場は 50回巻きコイルで計測した。SmCo磁石の平均照射量は 450Mrad

である。いずれも減磁したが Nd-Fe-Bは 4Mradで 50%以上磁束を消失した。放

射線減磁には製造メーカ依存性がある。SmCo5 は照射後、再着磁すると照射前

よりわずかに磁場が増えた。再着磁した磁石を再び照射すると初回より早い減

磁を示した。Nd-Fe-Bは照射後、再着磁すると元の値に戻った[20]。 

 

Kähkönen らは、Nd2Fe14B 磁石に 20MeV のプロトン照射を行った。サンプルサ

イズは、7.1×7.1×1.0 mm3である。Helmholz coil および induction coil により磁

場を計測した。照射量 800Mradにおいて、300Kで照射した磁石に比べ、15Kで

の照射の方が 1000倍放射線に対して強かった[13]。Talvitieらによると照射前後

でのヒステリシスカーブについて大きな差はなかった。また、ポジトロン寿命
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測定において vacancyの集中は観測されなかった[16]。 

 

更に、20MeVのプロトン照射を Nd-Fe-B磁石に対して行った。サンプルサイズ

は、7.1×7.1×1 mm3および 1×1×1 mm3である。照射温度 15K-300Kの間で温

度と減磁量との間に依存性があった。1000Mradの照射で立方体のサンプルで磁

化方向と照射方向が平行なものは 70%、垂直なものは 30％の磁束密度の消失が

あった。磁石形状による依存性が見られた。[15] 

 

更に、Nd-Fe-B磁石に対して 14、16、18、20MeVのプロトン照射を行った。サ

ンプルサイズは、7.1×7.1×0.5 mm3である。照射量 1.63×1013protonsにおいて、

順方向の外部磁場下で照射した磁石のほうが逆磁場下のものより減磁量が小さ

くなる線形の関係があった。14-20MeVの範囲で減磁量とプロトンのエネルギー

依存性は、あまり見られなかった。[14] 

 

Ito らは、200MeV のプロトン照射を行った。20Mrad までの照射で Nd2Fe14B は

大きく減磁したが Sm2Co17 は変化がなかった。パーミアンス係数と保磁力が増

加すると耐放射線性も増加した[17]。照射後、再着磁するとほぼもとの強さに戻

った[18]。また保磁力にも変化がなかった。再着磁したサンプルを照射すると元

と同じ放射線減磁を示した。[19] 

 

 

5  電子線  (Bremsstrahlung) 
 

Lunaらは、Lawrence Livermore National Laboratoryのライナックを使用して電子

線照射を行った。サンプルサイズは、φ12×8 mm3である。 

82MeVの電子線の磁石への直接照射、照射量 36kradで Nd2Fe14B磁石は 1.5％の

変化が見られたが、Sm2Co17磁石については変化が見られなかった。 

85MeV の電子線を 2.5mm ヘビーメタル+8mm 銅のターゲットへ打ち込み

Bremsstrahlung を発生させた。最大 2.5Grad までの照射に対して、Pr15Fe79B6 > 

Nd2Fe14B > Sm2Co17の順に磁束密度の消失は大きかった。ただし、Sm2Co17につ

いては変化が見られなかった。2 種類の Nd2Fe14B については大きな減磁量の差

があったが、製造メーカが異なるためであると考えられる[25]。 
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Colompらは、ESRF (European Synchrotron Radiation Facility) の線形加速器を用い

て 180MeVの電子線照射を行った。サンプルサイズは、11×11×2 mm3である。

列に並べた Nd2Fe14B、Sm2Co17、SmCo5、に照射量 70Mrad まで照射したが同じ

磁石であっても列の場所により変化量は異なった。サマリウム磁石に比べネオ

ジウム磁石は大きく減磁した。残留磁束密度が大きく、保磁力が小さな磁石ほ

ど大きな減磁を示した[3]。 

 

Okuda らは、Osaka University の ISIR (The Institute of Science and Industrial 

Research)の L-band ライナックを用いて 17MeV の電子線を水流中の磁石に照射

した。サンプルサイズは、φ10×2 mm3である。磁束変化は、200回巻き空芯コ

イルで計測した。照射量 2.1×10-3C/cm2で Nd2Fe14B 磁石は 9％、1.4×10-3C/cm2

で Sm2Co17磁石は 0.4％以下の磁束の消失であった。放射性減磁したサンプルは、

再着時するとほぼもとの磁束に戻った[7]。 

 

Ikeda らは、上記の実験に引き続き 17MeV の電子線照射実験を行った。照射量

は2.1×10-3C/cm2である。照射量とともにNd-Fe-B磁石の磁束の消失は増加した。

Sm-Co磁石については照射量 1.4×10-3C/cm2までで変化が見られなかった[10]。 
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